
専修人間科学論集 社会学篇 Vol.１０, No.２, pp.０４３～０６４,２０２０

「働き方改革」とフリーランス的働き方の変容

柴田弘捷

“Work-Style Reforms” and Transformation of Freelance Work Style

SHIBATA, Hirotoshi

要旨：本稿は安倍政権によって進められている「働き方改革」の下で変わりつつある日本の「雇用されない働
き方」の一形態である「フリーランス的な働き方」の実態を明らかにしようとするものである。まず「働き方
改革」の狙いと内容を素描し、そこで追求されている「多様で柔軟な働き方」の一つとしての「フリーランス
的な働き方」をしている者の量的把握を試みたいくつかの試算を紹介した。その数は少ないもので２３０万人、
多いもの４７０万人となっていた。
「フリーランスの就業実態」以降で、いくつかの実態調査を基に、その類型、属性、業務内容、就業実態、
収入の現実および「フリーランス」の意識（満足感、問題点、課題認識等）を明らかにした。
「フリーランス的働き」をしている者は、属性、業務内容、就業時間、収入も多様でまさに千差万別であっ
た。ただ、契約期間の短さ、就業時間の短さが特徴的に浮かび上がってきた。また働き方への満足度が強いに
もかかわらず、仕事と収入が安定しないこと、「自営業主」扱いであるため、雇用者に保障されている様々な
保険が適用されないことへの不満が強いことが明らかになった。最後に、現代の「フリーランス的働き方」の
典型と思われるギグワーカー（gig worker）の分析も行った。それはまさに究極の不安定就労であることを指
摘した。
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はじめに

２０１８年７月「働き方改革を推進するための関係法律の

整備に関する法律」（「働き方改革関連法」）が成立・公

布され、安倍政権下での「働き方改革」が具体的に推進

されることとなった。

安倍政権は、第二次安倍内閣発足時の施政方針演説

（２０１３年１月第１８３回国会）で「世界で一番企業が活躍し

やすい国を目指す」とし、「聖域なき規制改革を進め」

「企業活動を妨げる障害を一つ一つ解消」するとして、

法人税減税、労働関連法制の規制緩和を行うとした。

そして、少子高齢化の進展・人口減少傾向の中での

「労働力不足」を背景に「希望を生み出す強い経済」、

「夢をつむぐ子育て支援」、「安心につながる社会保障」、

「新・三本の矢」（大胆な金融改革、機動的な財政政策、

民間投資を喚起する成長戦略）の実現を目的とする「一

億総活躍社会」の実現を主張した（２０１５．１０．１６）。

２０１６年「働き方改革」を主張し、９月に「働き方改革

実現推進室」を設置し、「働き方改革」は、「一億総活躍

社会」への「最大のチャレンジ」と位置付けられた（推

進室開所式（１６．４．１）での訓示）。

安倍政権の「一億総活躍社会」（一億総動員令〈１９３８

年〉を連想させるような響きで、なんとも大時代的な言

葉か！）実現のためのキー政策が「働き方改革」（働か

せ方改革）である。そして「働き方改革」の目玉の一つ

は「多様で柔軟な働き方の実現」である。それは、就業

形態の多様化を図ろうとするもので、「変形労働時間制」

の拡大や「高度プロフェッショナル制度」の導入による

就業時間管理の柔軟化、そして雇用形態の多様化（非正

規雇用の拡大）と、外国人労働者、特に技能実習生、特

定技能者、留学生アルバイトの拡大、「雇用類似の働き

方」（≒フリーランス）の拡大等々で働き手を増加させ

ようとするものである。また、政府は「兼業・副業」も

促進させようとしている（２０１９．６．２閣議決定された「成

長戦略実行計画」）。

本稿では、よくも悪くも増加しつつある「フリーラン

ス的働き方」をしている者たち（以下、フリーランス）

の現状を明らかにしたい。

1．就業をめぐる付置状況の変化

はじめに、ここ１０年前後の就業めぐる付置状況の変化
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を素描しておこう。

労働力調査によれば、労働力人口および就業者数は、

０７年に６,６８４万人、６,４２７万人（就業率５８.１％）と最多を

記録したが、リーマンショック後の不況で減少が続き、

１２年には６,５６５万人、６,２８０万人（同５６.５％）となった。

その後増加に転じ１８年には６,８３０万人、６,６６４万人（同

６０.０％）となっている。１２年比で１７年は労働力人口が２６５

万人、就業者数は３８４万人増加しているのである。

他方、完全失業者・失業率は０７年の２５７万人・４.０％か

ら増加・増大し、０９年には３３６万人・５.１％に達した。そ

の後減少傾向となり、１８年は１６６万人・２.４％まで低下し

た。

有効求人倍率は０７年の１.０４から０９年には０.４７まで低下

し、その後改善がみられ１４年には１.０９となり、１８年に

は１.６１となった（職業安定業務統計）。

これらの数値を見る限り、労働市場はリーマンショッ

ク後の不況が１２年頃まで続き、以降回復に向かったよう

に見える。しかし、就業の内実を見ると、そこには多く

の問題点が見られる。

１９年の月間有効求人数をみると５月の１,６６６,４０７人が最

大で以降減少し９月は１,６４０,６５４人に減少し、有効求人倍

率も１.５３→１.４８倍に低下した。就職者数も５９６,８４６人→

５５６,０６５人に減少している（厚労省「一般職業紹介状況」

２０１９.９）。また、労働力調査では、正規就業者数は１９年

６月以降減少傾向に入っており（５月３,５３５万人→９月

３,４８１万人）、正規率も６２.７％（５月）→６１.７％（９月）

に低下した。つまり、非正規率が一層拡大しているので

ある。このように、１９年半ばから労働力市場は悪化傾向

に入っているのである。

労働力人口の年齢構成は、若年層の減少・高年層の増

大が著しい。３０歳未満の若年層は１９９５年の１,６００万人

（シェア２４.０％）から年々減少し１８年には１,１４０万人で労

働力人口の１６.７％まで低下した。これは人口の年齢構成

の変容（少子高齢化）もあるが、進学率の上昇・就職率

の低下要因が大きい（１８年３月卒の新規中卒就職者はわ

ずか２,１６４人・就職率０.２％、高等学校卒就職者も１８５,６１７

人・就職率１７.７％でしかなかった）。他方、６０歳以上人

口は増加を続け、かつ労働力化率も上昇している。６０歳

以上の労働力人口は、９５年の８６６万人（シェア１０.０％）

から１８年には１,４１４万人となり労働力人口の２割強を占

めるにいたっている。この傾向は今後も続く。

従業上の地位別にみると、自営業主、家族従業者は

数・割合とも縮小を続け（自営業主―１９６０年１,００６万・

２２.７％→０７年６２４万人・９.７％、→１８年５３６万人・８.０％、

家族従業者―１,０６１万人・２３.９％→２３７万人・３.７％→１５１

万人・２.３％）、雇用者割合は１９６０年４５.６％→０７年８６.２％

→１８年８９.１％と一段と雇用者化が進んだ。しかし、その

雇用者は非正規雇用者の数と割合が増大している（０２年

１,４５１万人・２９.４％→０７年１,７３５万人・３３.５％→１２年１,８１６

人・３５.２％→１８年２,１２０万人・３７.９％）。つまり雇用の非正

規化が進展しているのである。

なお、政府が促進させようとしている「兼業・副業」

は（２０１９．６．２に閣議決定された「売薬歌成長戦略実行

計画」）、１８年９月のリクルート調査では、２８.８％の企業

が「容認・推進」と回答し、１７年１月調査に比べて５.９

ポイント上昇している１）。

ところで、日本の就業者、雇用者の置かれている状況

は性・年齢・学歴、後者の場合は企業規模・雇用形態に

よって大きく異なる。以下ではこれらの指標を軸に、就

業者・雇用者の付置状況を見ていこう。

就業構造基本調査（以下、就調）の２００７年、１２年、１７

年の結果に基づいて近年の状況を見ておこう。

就業状態をみると、男性有業者数は、３,８１７.５万人（有

業率７１.６％）→３,６７４.５万人（同６８.８％）→３,７０７.４万人

（同６９.２％）と推移し、女性就業者は２,７８０.３万人（同

４８.８％）→２,７６７.６万人（同４８.２％）→２,９１３.９万人（同

５０.７％）と推移している。有業率は男性が若干低下し、

女性は上昇している。その結果有業者の男性割合は、

５７.９％→５７.０％→５６.０％と若干低下した。つまり女性の増

加が著しいのである。

2．多様で柔軟な働き方の現実

この中で、近年よくも悪くも脚光を浴びかつ増加しつ

つあるのが、「フリーランス的働き方」―「雇用関係に

よらない多様で柔軟な働き方」―業務・作業の委託（依

頼）を個人が受けて働く、業務請負的な就労形態であ

る。仕事の発注（企業・団体ないし個人）→〈仲介業

者〉→作業の請負者（個人・独立自営業者）という関係

である（≒フリーランス）。ただし必ずしも仲介業者が

いない場合もある。そこには雇用契約は存在しない。業

務の委託―請負（作業・労働）の関係である。

ただし、このような就労関係は以前から存在してい

た。例えば家の建築（個人―大工、左官の関係）、造園

（個人―庭師）、出版社―作家、運送（荷主―トラック運

転手）、野球（球団―選手）、芸能（テレビ局―〈プロダ

クション〉―タレント）、家政婦（個人―〈家政婦紹介

所〉―家政婦）、家庭教師、等々である。

しかし、職業の多様化・専門化と近年インターネット
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の発展もあって、上記のような特定の専門分野だけでな

く、雇用関係によらない働き方、個人が独立した自営業

主として、あるいは副業として、直接企業と取引をす

る、ないしは仕事を依頼・委託したい企業、団体等ある

いは個人と就業を求める個人とを仲介（マッチング）す

るプラットフォーマー（クラウドソーシングサイト）を

通して、仕事を請負・受託する、就労形態が増加してき

た。つまりフリーランス的な働き方をする者が増加して

いる。

従来からこれ等は、典型的には、自由業と言われる芸

術家（作家や画家）、ルポライター等、またプロのス

ポーツ選手、建設・運搬業に見られる一人親方とし存在

していたが、近年 IT技術の発展・普及で多様な分野に

普及し始め、フリーランスあるいはギグワーキングと呼

ばれる、単発の委託－請負労働が拡大してきている。日

経新聞は「上場している主要な仲介サービス６社に登録

する就労希望者は、足元で４００万人。未上場の新興企業

も含めると７００万人をこえるとみられ、１年で４割増え

た」と報じている（２０１９／７／４電子版）。

雇用者なしの自営業主（従業員が本人のみで、企業・

団体との業務契約（請負・受託）関係で仕事をする「雇

用類似の働き方」をする「雇用的自営業主」は、自営業

主総数が減少する中で、増加している。国勢調査をベー

スにしたデータでは、２００５年の１４９万人（雇人なし自営

業主の３０.９％）から１５年には１６４万人（同４１.５％）に増加

している２）。

このような働き方をする人々をフリーランサー、なか

でも ネット上の仲介業者から単発で様々な仕事を請け

負うワーカーをギグワーカー（gig worker）と呼称する

ようになった。日本の大手のフリーランスの仲介プラッ

トホーム業者であるランサーズの試算では、２０１５年の９１３

万人から１９年には１,０８７万人に増加したとしている３）。

「もはやビジネスにおいて、フリーランス化できない

職種はないとも言われる」ほどである４）。「日本最大級

の仕事発注サイト」をうたうクラウドソーシング業最大

手のランサーズ�は、大手（企業）、官公庁、大手企業、

注目ベンチャー、個人事業主２４０,０００社以植えに選ば

れ、システム開発、WEB制作、デザイン制作、ライ

ティング、大量作業、翻訳、写真・動画制作等の分野で

２７７のカテゴリーの職種（１８年４月現在）の依頼が可能

としている（同社 HP）。

また、それを仲介する業者デジタルプラットフォーム

企業も多数生まれてきている。その大手の業者、「日本

最大級のクラウドソーシング」と称する�クラウドワー

クスは、システム開発、アプリ開発、ウエブ制作、ロゴ

マークやチラシのデザイン制作、ライティング、仕事の

カテゴリーで職種は２００以上あり、登録ユーザー約３２１万

人、仕事依頼数約２９０万件に達しているという（同社 HP

２０１９／１２／１取得）。

しかし、仕事の発注の仕方も、就労する側の形も多様

であり、かつ統一された呼称もないため（一般的には

「フリーランス」と言われるが「個人請負型」「独立自営

業」「雇用類似の働き方」とも言われる）、また、それら

を対象とした大規模なあるいは公的な実態調査もなかっ

たため、その数も実態もなかなか明らかになっていな

かった。

近年、このような働き方のする人の数の試算が、（独

法）日本労働政策研究・研修機構（以下、JILPT）と内

閣府（生活統括官）でそれぞれ発表された５）。

JILPTの行った試算では、「雇用類似の働き方（個人

請負型）６）の就業者、つまり、「雇われない働き方」をし

ている者７）と、雇用者のいないかつ「店主」でない者８）

「自営業主（独立自営業者）」、および本業（雇用者、自

営業者）の他に、副業が「自身で事業等を営んでいる

者」は２２８万人（本業者１７０万人、副業者６０万人）であ

る。

内閣府の試算では、「フリーランス相当の働き方をし

ている者」を�から�の試算をしている。最も少ない

ケース１は３０６万人（本業２００万人、副業１０５万人） 、就

業者に占める割合４.６％で、最も多い試算はケース５で

３４１万人（本業１７８万人、副業１６３万人）で、就業者に占

める割合は５.１％である９）。なお、リクルートワークス研

究所も、１９年の「全国就業者実態パネル調査」から、１８

年のフリーランサーは約４７２万人（本業約３２４万人、副業

約１４８万人）で、１年間で約１９万人増加したとしてい

る１０）。

フリーランスの定義
これまで見てきたように、フリーランサーを析出する

具体的な指標もその人数（推計、試算）もばらばらであ

る。その理由は定義が異なり、また区分の指標が異な

り、かつ推計・試算の根拠が異なることにある。本節で

は、いくつかの調査を比較しながら、フリーランサーの

定義と類型を見てみよう。

フリーランス協会は、フリーランスを「特定の企業・

団体、組織に専従しない独立した形態で、自身の専門知

識やスキルを提供して対価を得る人」と定義している

（１８年「フリーランス白書」）。語源（渡り歩く傭兵「自

由な槍」）から見ればこの通りであるが、現実のフリー
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ランスと称される人を見れば、必ずしも「専門知識やス

キル」は要請されていない。事実、ウェブサイトの募集

要項では、「単純作業で、誰でもできる」「簡単作業」等

の専門的知識もスキルも要求されない仕事の募集もあふ

れている。とすれば、「特定の企業・団体、組織に専従

しない独立した形態で（雇用されている者でも）、個人

として企業、団体、ないしは私人からの仕事の需要に応

えて、仕事をして対価を得る人」でよいのではないだろ

うか。その具体的な区分の指標は、孫の定義１１）「�雇用

者のいない自営業主もしくは内職 �実店舗を持たない

�農林漁業（業種）従事者ではない者」でよいのでは

ないだろうか。なお、雇用されていながらも兼業、副業

としてフリーランス的な働き方をする者も多く出てきて

いるので、兼業・副業フリーランスも存在している。

内閣府試算は５万人のアンケートを基に、５ケースの

「フリーランス相当の働き方」をする者の数量を試算

し、その属性的特徴を示した。

具体的には、「フリーランス相当の働き方の者」（以

下、フリーランス）は、５万人のアンケートを基に、就

調の区分に従って、試算１では、農林漁業者（産業分

類）を除いて�雇人なし・実店舗なしの自営業主、内職

者、�産業区分農林漁業を除き、就業している者のう

ち、主な仕事の者を「本業」とし、副業・兼業を「副

業」に分けた。試算２は、除外する者を試算１の農林業

から農林漁業従事者（職業分類）に替えた。試算３は試

算２に加えて、法人化された雇人のいない「一人社長」

を加えた。試算４は、試算２の本業者を「仕事を主にし

ている」者とし、副業者を仕事が主でない（仕事が従）

の者、家事・通学の傍ら仕事をしている者等が主な者を

副業者とした。試算５は、試算３を「仕事をおもに主に

している」に替え、限定して本業者とし、副業者を仕事

が主でない（仕事が従）の者、家事・通学等が主な者と

した。

つまり、除外するのが産業分類の農林漁業者か職業分

類の農林漁業従事者か（農林漁業従事者にすることで１５

万人強増加する）、本業・副業の区分を「主な仕事」か

「副業・兼業」かでなく「仕事が主」か「仕事が従」で

本業者と副業者を区分することによって、本業者が減

り、副業者が増加する。試算２と試算３の差（本業者４５

万人減）。また、一人社長（法人化した雇人なしの経営

者）を含めるか含めないかで数値が大きく異なる（含め

ると約２６万人増加する）。その結果、「フリーランス」は

最少の試算１の３０６万人から最多の試算５の３４１万人の数

値が出た。

3．「フリーランス」の付置状況
―「内閣府試算」（ケース５）から―

増加しているといわれるフリーランス的な働きをする

者はどのような人たちであろうか。

内閣府試算「ケース５」（以下、内閣府試算）のフ

リーランスの人数規模、性・年齢・学歴等の属性構成と

職業・産業構成を見ることによって、日本のフリーラン

ス付置状況を概観しておこう１２）。

内閣府試算５によれば、「フリーランス相当の働き方」

をしている者は３４１万人で、就業構造基本調査（２０１７

年、以下、就調）結果の全就業者の５.１％にすぎない。

とは言え、非正規の契約社員（３０３万人）、派遣社員（１４１

万人）、嘱託社員（１２０万人）よりも多く、無視できない

数であるといってよい。

３４１万人の構成は、本業者（仕事をしている者で、農

林漁業従事者を除いて、「雇い人なし、店舗なし」の自

営業主、内職者、１人社長で構成されている。そのうち

「仕事を主にしている」者を「本業」者とし、「仕事が

従」の者を「副業」としている。（なお「家事、通学等

が主で仕事が従」の者も副業者に入れている）。本業者

は１７８万（自営業主１５６万人、内職者２万人、１人社長１５

万人）で、副業者は１６３万人（自営業主９７万人、内職者

７万人、１人社長７万人）である。本業者の方がやや多

い（５２.２％）。

以下、フリーランスの属性の特徴を見ておこう（表

１）。

属性―性・年齢・学歴―
フリーランスの性別は、男性２２８.５万人、女性が１１２.５

万人で男性が２／３を占めている。就調での女性比率は

４４％であるのでフリーランス女性割合は低い。しかし、

その割合を本・副別に見ると、本業者は男性１４６.８万人、

女性３１.２万人で男性が圧倒的に多く（８２.５％を占める）、

副業者は男性８１.７万人、女性８１.３万人とほぼ同数であ

る。そして男性は本業者が６４.１％ であるのに対して、

女性は副業者か７２.３％を占めている。就調では仕事が主

の者に女性が３５％おり、内閣府調査の本業者よりも高

く、他方、仕事が従の女性割合は８５％で、女性の割合が

圧倒的に多い。それに比べれば副業者の女性割合は多い

ほうである。

このような性別の構成の違いは、本、副を分ける基準

が「仕事の主、従」になっているからであろう。本業者

が「主に仕事」をしている者であるのに対して、副業者

が、女性に多い「仕事が従」の者になっているからであ
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ろう。フリーランスの世界も本業者は男性が多く、また

男性の本業者は６４.１％で、女性は副業者が７２.３％である。

既婚者比率は５７％前後で、本・副の差はないが、配偶

者が有業者である割合は副業者が本業者よりも７ポイン

トも多い。これは、副業者に女性が多いこともあるが、

後に見るように、所得か少ないことの表れと思える。

年齢構成は、５０歳未満の割合は４３.２％（就調６１.１％）

でしかなく特に２９歳以下の割合は９.７％（就調１６.８％）と

極端に少ない。反対に６０～７４歳層が３６.６％を占めている

（就調２１.７％）。つまり、フリーランスの一般的なイメー

ジと違って、フリーランスは高齢者集団なのである。

ただ本業者と副業者を比較すると、副業者は各年齢階

層に遍在しており、しかも就調の数値とよく似ている

（とは言え、６０～７４歳層は３１.１％で、就調の１８.７％と比べ

ると高い）。他方、本業者は、４０歳未満は１４.５％しかい

ない。特に、２９歳以下は３.３％と極度に少ない。これは

ともに比較的年配者の多い自営業主、１人社長がここに

入っているからである。

この結果、本業者の平均年齢は５４.０歳で、副業者のそ

れよりも６歳高く、また就調の平均年齢よりも８歳も高

くなっている。

学歴は、中高卒が半分を占め、大卒以上は１／４強で

ある。本・副別に見ると、大学・大学院卒は副業者の方

が多い。つまり、学歴水準は本業者よりも副業者の方が

高いのである。ただ、この要因の背景には進学率の変化

があると思われる。年齢が高い世代ほど大学進学率はひ

くかったのである。

産業・職業構成
次にフリーランスの産業別、職業別の構成を見ておこ

う（表２、３）。

フリーランスが就業する産業別は就業者全体とは大き

く異なっている。また本業者と副業者でも異なってい

る。

就業者全体では、製造業、卸・小売業１５％強、次いで

医療・福祉に１２％強が就業しているが、フリーランス

は、建設業１３.８％、情報通信業１１.５％、卸・小売業

１０.５％、製造業８.１％か主要な就業産業である。特に情報

通信業は全体の３.５倍、建設業は２倍弱とその割合が高

い。反対に製造業は半分弱、卸・小売業は２／３の割合

で、医療・福祉にいたってはわずか１.６％しかいない。

表１ 「フリーランス」の属性

内閣府試算 就調 有業者

本業 副業 本・副計 仕事が主 仕事は従 計

人数（万人） １７８ １６３ ３４１
全就業者比率 ２．７ ２．５ ５．１
本・副割合 ５２．２ ４７．８ １００．０ ８２．２ １７．７ １００．０
女性比率 １７．５ ４９．９ ３３．０ ３５．１ ８５．３ ４４．０
既婚者比率 ５８．２ ５７．６ ５７．９ ・・・ ・・・ ・・・

配偶者有業 ３５．５ ４２．５ ３８．８ ・・・ ・・・ ・・・

年齢構成（１５～７４歳）

平均年齢 ５４．０ ４８．０ ５１．１ ４５．７ ４８．１ ４６．１
２９歳以下 ３．３ １６．７ ９．７ １６．２ １８．４ １６．６
３０～３９歳 １１．２ １８．２ １４．５ ２０．７ １３．４ １９．４
４０～４９歳 ２０．４ １８．２ １９．３ ２５．３ ２４．０ ２５．１
５０～５９歳 ２３．５ １５．７ １９．８ ２０．５ １９．２ ２０．３
６０～６９歳 ３２．２ ２０．７ ２６．７ １４．３ １９．２ １５．２

７０～７４歳 ９．３ １０．５ ９．９ ３．０ ６．１ ３．５

平均年齢 ５４．０ ４８．０ ５１．１ ４５．７ ４８．１ ４６．１

学歴校正

中・高卒 ５６．５ ４３．０ ５０．０ ４３．９ ５２．４ ４５．２
専門・短大・高専卆 １８．９ ２４．１ ２１．４ ２１．９ ３２．０ ２３．５
大学・大学院卒 ２４．５ ３０．４ ２７．３ ３０．４ １４．８ ２７．５
在学中 ０．１ ２．６ １．３ ・・・ ・・・ ・・・

注 本表の内閣府試算の「本＋副」欄の数値は筆者が計算した
出所：�内閣府政策統括官政策課題分析シリーズ１７「日本のフリーランスについて―その規模

や特徴、競業避止義務の状況や影響の分析―」（２０１９．７）p３２より作成 �総理府「就業
構造基本統計調査」（２０１７年）
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本業者は建設業、卸・小売業、学術研究、専門・技術

サービスに多く、この３業種で４割強を占めている。特

に建設業は２割を超えている。他方、生活関連サービス

業や医療、福祉の世界はわずかしかいない。副業者は、

情報通信業、卸・小売業、製造業にそれぞれ１０％以上い

る。次いで、本業では４.３％しかいない教育・学習支援

業が８.１％である。なお、目立つのは分類不能の産業で

１５.３％を占めている。

職業では、本業者は専門・技術的職業に４割弱が就業

しており、次いで、販売、サービス、建設が１割を超え

ている。つまり本業フリーランスはこの４職業に集中し

ている（７４.２％）。副業者は、専門・技術的職業が突出し

（２８.７％）、次いで、サービス職、販売である。事務職は

本業者が２.１％しかいないが、副業者は７.８％いるのも一

つの特色である。なお分類不能が産業と同様１５％強い

る。この「分類不能」の者は、おそらく渡り鳥的にいろ

いろな産業でいろいろな仕事に就いている者であろう。

ここで、内閣府試算から見えてくる「フリーランス相

当の働き方」（特定の企業、団体に雇用されておらず、

個人として仕事を受注・請負、対価を売る者）をすると

思われる者たち（以下、フリーランス）の姿をまとめて

おこう１３）。

フリーランスの人数は、３００万人強から３５０万人弱、全

就業者の４.６％～５.１％程度の量である。

彼ら／彼女たちは、フリーランス的働き方で生活する

者、あるいは配偶者収入と合わせて生活をする「本業

者」と、その仕事は従である者（兼業・副業、家事、通

学などの傍らあるいは定年後の余暇的に仕事する）「副

業者」に分けられる。

本業者は男性に占められ、女性は少ない。そして中高

年者が多く、学歴水準はかならずしも高くない。本業者

の働く産業は全ての産業分野にわたっているが、製造

業、卸・小売業、学術研究、専門・技術サービス業でほ

ぼ半数を占めている。

副業者は、男女ほぼ同数で、年齢は関係ないようであ

る。学歴水準は本業者より高く、大卒以上の高学歴者が

副業として働いている。働いている産業は分散的である

が、情報通信業、卸・小売業、製造業に比較的多い。

職業分布は専門・技術的職業従事者が最も多く、販売

やサービス職に就いている者が多いが、専門・技術職や

建設職は本業者の方が多く、サービス職、事務職、生産

工程従事者は副業の方が多い。

なお、副業者の１５％は産業、職業とも特定の分野に関

わりなく、一つの産業や職業に固定しないで、渡り鳥的

に仕事を見つけて働いているため「分類不能」にせざる

を得ないと思われる。

4．「フリーランス」の就業実態

内閣府試算では、フリーランスの就業実態は明らかに

されていない。以下ではいくつかの実態調査１４）に基づ

き、彼ら・彼女らの就業実態を明らかにしたい。

表３ 「フリーランス」の職業構成

内閣府試算 参考

本業 副業 本＋副 就調

総数（万人，％） １７８ １６３ ３４１ ６，６２１
１００．０ １００．０ １００．０ １００．０

管理 ８．９ ６．０ ７．５ ２．３
専門・技術 ３７．８ ２８．８ ３３．５ １７．１
事務 ２．１ ７．８ ４．８ ２０．６
販売 １４．５ １０．９ １２．８ １２．３
サービス １１．４ １６．６ １３．８ １２．０
保安 ０．１ ０．１ ０．１ １．７
生産工程 ２．５ ６．３ ４．３ １３．４
輸送・機械装置運転 ７．５ １．４ ４．６ ３．４
建設・採掘 １０．８ ２．２ ６．７ ４．３
運搬・清掃・包装 ２．０ ４．３ ３．１ ６．７
分類不能 ２．１ １５．５ ８．５ ２．９

出所：内閣府 前掲書（３―２）フリーランス相当の産業・職業
別集計より作成

表２ 「フリーランス」の産業構成

内閣府試算 参考

本業 副業 本＋副 就調

総数（万人，％） １７８ １６３ ３４１ ６，６２１
１００．０ １００．０ １００．０ １００．０

建設業 ２２．５ ４．２ １３．８ ７．４
製造業 ６．１ １０．３ ８．１ １５．９
情報通信業 ９．４ １３．８ １１．５ ３．４
運輸業，郵便業 ８．３ １．６ ５．１ ５．２
卸売業，小売業 １０．２ １０．８ １０．５ １５．３
金融業，保険業 ４．０ １．９ ３．０ ２．５
不動産業，物品賃貸業 ４．２ ５．６ ４．９ ２．２
学術研究，専門・技術サー
ビス業

１０．１ ７．２ ８．７ ３．７

宿泊業，飲食サービス業 ６．１ ２．２ ４．２ ５．６
生活関連サービス業，娯
楽業

１．１ ７．９ ４．４ ３．６

教育，学習支援業 ４．８ ８．１ ０．４ ４．８
医療，福祉 １．４ １．９ １．６ １２．３
サービス業 ４．１ ４．０ ４．１ ６．７
公務 ０．２ ０．４ ０．３ ３．５
分類不能の産業 １．６ １５．３ ８．１ ３．２

出所：内閣府 前掲書（３―２）フリーランス相当の産業・職業
別集計より作成
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各種調査結果の比較
それぞれの調査は、その基準、分類基準も様々で、一

概には比較できないが、可能な限り結果データの比較を

しながら「フリーランス」の実態を把握していこう。

「フリーランス」の定義と類型
各種調査報告でフリーランスの定義と類型はばらばら

である。３つの団体・実態調査に見られる定義と類型を

改めて見ておこう。

JILPTは「独立自営業者」として、「雇用されない形

で業務を依頼され、かつ、自身も雇われずに報酬を得て

いる者のうち、個人商店主、雇用主、農林漁業従事者を

除く、１人社長、自営業、フリーランス・個人事業主・

クラウドワーカーの仕事で収入を得た者」としている。

そこでは、「事業者に業務を提供する者に加えて、一

般消費者に対して業務を提供する者」も対象としてい

る」（『独立自営業者の就業実態』p.２）。そして、次のよ

うな類型で分析している。�「専業」、�「兼業」（本業

より独立自営業主としての収入が多い者―独立自営業が

本業）（以下、本稿では「兼業 A」）、�「兼業」（本業の

方が収入の多い者―独立自営業が副業）（以下、「兼業

B」）である。なお、クラウドソーシングサイトのみを

通して業務を請け負う者を別途「クラウドワーカー」と

して集計している。

フリーランス協会は、フリーランス（広義）を「特定

の企業や団体、組織に専従しない独立した形態で、自身

の専門知識やスキルを、提供して対価を得る人」として

いる（２０１８年「白書」）。つまり、業務委託―個人請負の

契約で仕事・作業を行う者としている。なお、フリーラ

ンスを「プロフェショナルな働き方」ともしている。

そして、その類型を次のように分類している。

独立系－雇用関係なし

�経営者（法人成り、マイクロ法人） �個人事業主

（開業届提出者） �すきまワーカー（定年退職者、主

婦、学生等）

副業系－雇用関係あり

�経営者 �個人事業主 �すきまワーカー �２社に

雇用されている者

また、仕事内容から�クリエイティブフリーランス、

�ビジネスフリーランス、�職人フリーランスの３類型

をつくりだしている（以上、２０１８年「フリーランス白

書」）。

クリエイティブフリーランスの事例は、デザイナー、

編集者、映像ディレクター、コピーライター、フォトグ

ラファー、アーティストなど。ビジネスフリーランス

は、エンジニア、ライター、コンサルタント、広報、人

事・財務などのスペシャリスト等である。職人フリーラ

ンスはスタイリスト、美容師、フードコーディネー

ター、ハンドメイド作家、ハウスキーパー、スポーツト

レーナー、講師など特定の技能を提供する。一人親方、

トラック運転手、などもこの類型に入る。ただし、「白

書」ではこれらの類型を軸とした分析はされていない。

ランサーズ�の「フリーランス実態調査」は、フリー

ランスの定義はないが、就業形態によって、フリーラン

スを�自営業系―従業員１人（本人）の個人事業主・法

人経営者である「独立オーナー」、�自由業系―特定の

勤務先はないが独立したプロフェショナルである「フ

リーワーカー」、�副業系―常時雇用されているが副業

としてフリーランスの仕事をこなす「すきまワーカー」、

�複業系―雇用形態に関係なく２社以上の企業と契約

ベースで仕事をこなす「パラレルワーカー」の４類型に

区分している。（ランサーズ�「フリーランス実態調査

２０１９版」

これらフリーランスの定義や類型を見ると、基本的に

は、農林漁業従事者を除くこと、企業や組織に雇用契約

をして所属していないが、あるいは所属していても、あ

る部分で所属組織の仕事とは別に副業的に個人として、

他に仕事を請負う者である」ということで共通してい

る。つまり、特定の企業・組織に所属しないで、自由

（フリー）に、自らの意思で、仕事の提供者と対等な立

場で、仕事を選んで、契約を結んで仕事をする者を「専

業フリーランス」とし、企業・組織に所属しながらも、

その空き時間を、所属し企業・組織の仕事とは別に、契

約でもってフリーランス的な働き方で仕事をする者を

「兼業・副業フリーランス」としての仲間に加えている

のである。

もう一つの類型は、下記のように、これも様々であ

る。厚生労働省は職業分類を１３年に改定し、大分類

（１１）、中分類（７３）、小分類（３６９）、細分類（８９２）に区

分している（実は旧分類の細分類は実に２,１６７あった）。

しかも、職業名称は社会の変化の中で、なくなるものも

新しく生まれるものもある（かつて個別の職業の名称は

３万種類もあるといわれていた。しかし、現在はもっと

増えているであろう）。このような職業をまとめて、フ

リーランスを仕事の中身で分類しているのである。

フリーランスの仕事を、JILPTは、主な仕事分類とし

て、�事務関連、�デザイン・映像制作関連、� IT関

連、�専門業務関連、⑤生活関連サービス、理容・美

容、�現場作業関連の７区分に、フリーランス協会は、
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�接客・作業系、�ビジネス系、� IT・エンジニア

系、�文章系、⑤コンサル・カウンセラー系、�職人・

アーティスト系、�専門・士業系、�その他の８区分

に、ランサーズは、フリーランス協会と似ており、�接

客・作業系、�ビジネス系、� IT・クリエイティブ系、

�コンサル・カウンセラー系、⑤職人・アーティスト

系、�専門・士業系、�その他の７区分に分けている。

ランサーズは、文筆系の項目がなく他は協会と同じ７分

野の区分である。

つまり、フリーランスの分類も、仕事の分類も調査主

体によって異なっているのである。これは、フリーラン

スに対する共通認識がまだ出来上がっていないことの証

左であろう。

以上のことを前提に以下、フリーランの属性と、類型

の構成を見ていこう。

フリーランスの属性
調査に表れた「フリーランス」の属性（性・年齢・学

歴）を見ておこう（表４）。

フリーランスの属性構成は、調査によって大きく異な

る。

フリーランスの属性は、JILPTとランサーズ調査は、

男性が６割強で、フリーランス協会（以下、協会）の調

査では女性の方が多い。年齢構成は、JILPTは２９歳以下

の若者はわずかで、３０歳代から５０歳代に分散しており、

かつ６０歳以上も一定程度いるのが特徴である。協会は壮

年層（３０歳代）に７割強が集積しているのが特徴であ

る。特に６０歳以上はわずかである。ランサーズは、３０歳

代が相対的に多いが各年齢層に分散している。なお、年

齢構成は、次に見るように、各類型によって大きく異な

る。

学歴構成は、JILPTは大学・大学院（以下、大卒以

上）が半数を超し、他方、中高卒も２割超おり、専門学

校・短大・高専の割合が少ない。協会は大卒以上が６割

近くおり、かつ中高卒の割合が少ない。学歴レベルが相

当高いグループである。

このような回答者の属性の違いは、働き方や意識の違

いにも表れる。以下で、フリーランスの就業実態を見て

いこう。

フリーランスの類型
類型別の構成も見ておこう（表５）。すでに述べたよ

うに、調査主体によってその類型は様々である。比較そ

のものが難しいが、それぞれの類型がどうなっているか

を見ておくのも必要であろう。

JILPT調査では、専業が４９.５％、副業 A（雇用されて

いるが、フリーランスとしての働き方が主である）１６.２％

で、副業 B（雇用されており、フリーランスとしての働

き方の方が従の者が３４.４％である。

ランサーズ調査では、JILPT の専業者に当る自営独立

オーナー・法人オーナーが２８.６％、２社以上の企業と契

約ベースで仕事をしているパラレルワーカーが２６.０％、

雇用されているが、空いた時間にフリーランス的働き方

をしている者が４０.０％である。なお、フリーランス協会

の調査（以下、協会）では類型別の数値は発表されてい

ない。

5．フリーランスの働き方

仕事の種類と分布
はじめに、フリーランスの仕事のイメージをつかむた

めにも、仕事の種類と、フリーランスが行った仕事の割

合を見ておこう（表５）。なお、この表は、JILPT が

行った「独立自営業者の就業実態と意識に関する調査」

で、「仕事」を６分野に分け、具体的な仕事の項目（５０

項目）を提示したもので、出現率（回答割合）は回答者

に、１年間に「行った仕事」（MA）とその内「最も多く

行った仕事」（SA）を、この５０項目から選択してもらっ

たものである。マルチで選択してもらった回答割合は

１５６.５％であるから、１人平均１５項目を選択したことに

なる。

６分野を出現率の多い順に並べると、専門業務関連は

半数が、事務関連は４割が、IT関連、デザイン・映像

制作関連、現場作業関連分野はそれぞれ２割が経験して

いることになる。生活関連の経験者は１割でしかない。

表４ 各種調査「フリーラン」の属性比較

調査主体 JILPT
フリーラ
ンス協会

ランサー
ズ

cf内閣府

サンプル数 ８，２５６ ８６９ １，５４８

男性割合 ６２．９ ４７．１ ６１．０ ６７．０

２９歳以下 ６．６ ９．９ １２．２ ９．７
３０歳代 ２１．１ ４０．３ ２０．６ １４．５

年齢 ４０歳代 ２８．８ ３３．０ ２４．８ １９．３
５０歳代 ２４．９ １４．３ ２２．５ １９．８
６０歳以上 １８．５ ２．５ １９．８ ３６．６

中・高卒 ２１．０ １３．４ ５０．０

学歴 専門学校 １０．６
２８．８ ２１．４

短大・高専 １３．６
大学・大学院 ５４．６ ５８．２ ２７．３

出処：標記各種調査主体の報告書より作成（文末参考資料参照）
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表５ 「フリーランス」の仕事内容作業回数割い
n＝８，２５６

主な仕事
分類

仕事内容
１年間に行った
仕事

多く最も多く行
った仕事とごと

事務関連 � データ入力作業 １８．２ １１．３
� 文章入力、テープ起こし、反訳 ７．６ ２．４
� 添削、校正、採点 ４．３ １．５
� 取引文書作成 ２．９ ０．６
� 伝票書類整理 ３．４ １．２
� コールセンター、問い合わせ対応業務 １．７ ０．７
� 上記以外のその他 １．６ １．３
事務関連 計 ３９．７ １９．０

デザイン
・映像制
作関連

� デザイン・コンテンツ制作 ５．８ ２．６
� ネーミング、コピーライター １．９ ０．６
� カメラマン ２．２ １．０
� 映像・画像・音楽制作、編集 ３．２ １．６
� アニメーター、インストラクター １．９ １．１
� 広告、ちらし作業、DTP ３．０ １．２
� 上記以外のその他 ０．９ ０．７
デザイン・映像制作関連 計 １８．９ ８．８

IT関連 � ウェブサイト作成 ３．９ １．５
� ウェブサイト上の情報更新等作業 ３．３ １．１
� ウェブサイトのシステム運営・管理 ２．３ ４．０
� 情報検索、計算処理、プログラミング作業 ２．５ ０．８
� アプリやシステムの設計、ソフトウェア開発、SE ３．５ ２．７
� ソフトウェアのバグチェック １．２ ０．２
� オペレーター業務、テクニカルサポート、オンラインのインストラクター １．４ ０．８
� 上記以外のその他 １．３ １．１
IT 関連 計 １９．４ １２．２

専門業務
関連

調査、研究、コンサルタント ７．０ ５．０
� 学校・塾等教育関係の講師、インストラクター ４．９ ４．０
� 調理・料理関連の講師、インストラクター ０．５ ０．３
� ��以外の講師、インストラクター ２．４ ２．０
� 機械設計、電気技師・設計 ２．２ １．７
� 建築・土木設計、測量技師 ４．６ ３．８
� 翻訳、通訳 ３．０ ２．１
� 営業、販売（不動産、化粧品、保険、食品など） ６．５ ５．８
	 税務、法務等行政関連サービス ２．８ ２．５

 原稿、ライティング・記事等執筆業務 ５．６ ４．１
� 鍼灸、整体、マッサージ １．５ １．３
� 俳優、女優、モデル、司会など １．０ ０．７

 音楽演奏、歌唱 ２．３ １．５
� 上記以外のその他 ５．０ ４．８
専門業務関連 計 ４９．３ ３９．６

生活関連
サービス、
理容、美
容

� 理容師、美容師 １．０ ０．８
� スタイリスト、着付け、メイクアップアーティスト ０．３ ０．１
� エステティシャン、ネイリスト １．０ ０．８
� 接客サービス ４．２ ３．５
� 育児・介護サービス １．１ ０．９
� ペット関連サービス ０．５ ０．４
� 上記以外のその他 ２．７ ２．６
生活関連サービス、理容、美容 計 １０．８ ９．１

現場作業
関連

� 運輸、輸送、配送う関連のドライバー ２．８ ２．４
� ポスティング、ちらし配り １．５ ０．９
� 製造、組立、生産工程 ３．０ ２．６
� 整備・点検・修理 １．９ １．３
� 建設・現場作業 ３．０ ２．４
� 清掃・メンテナンス ２．９ ２．１
� 上記以外のその他 ３．６ ３．４
現場作業関連 計 １８．７ １５．１

総計 １５６．５ １００．０

注：原タイトルは「独立自営業の仕事内容」であるが、本論に合わせて「フリーランス」に替えた
出処：JILPT「独立自営業の就業実態と指揮に関する調査」速報（平成３０／３／２８）p.４，５図より作成
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出現率の高い仕事項目は（５％以上）、「データ入力作

業」がダントツのトップで（１８.２％）、以下、「文章入

力、テープ起こし、反訳」（７.６％）、「調査、研究、コン

サルタント」（７.０％）、「営業、販売（不動産、化粧品、

保険、食料品）の販売」（６.５％）、「デザイン、コンテン

ツ制作」（５.８％）、「原稿、ライティング、記事等執筆業

務」（５.６％）である。

最も多く行った仕事（SA）では、専門業務関連

（３９.６％）、事務関連（１８.９％）、現場作業関連（１５.２％）、

生活関連（９.０％）、デザイン・映像制作関連（８.９％）の

順で、IT関連（８.５％）が最少となる。最も多く行った

仕事（SA）での頻出項目は、やはり「データ入力作業」

がダントツ（１１.３％）であるが、他に５％を超える項目

は、「営業、販売」（５.８％）と「調査、研究、コンサル

タント」（５.０％）の２項目しかない。

フリーランス協会の「白書」では、ライター、イラス

トレーター、編集者、翻訳、通訳等の文筆系（２５.２

％）、WEB／グラフィックデザイナー、エンジニア等の

IT・エンジニア系（２２.０％）、経営企画、新規事業開

発、人事、経理・財務、法務、広報、マーケティング、

営業のビジネス系（１７.０％）、コンサルタント、カウン

セラー、講師、スポーツトレーナー等のコンサル・カウ

ンセル系（１２.８％）、カメラマン、メイク・スタイリス

ト、美容師、調理師、アーティスト等の職人・アーティ

スト系（９.７％）、弁護士、司法書士、行政書士、弁理

士、公認会計士、社労士等の専門・士業系（２.６％）、店

舗接客サービス、現場作業〈工場、建設現場〉、事務作

業〈データ入力〉等の接客・作業系（３.１％）、その他

（６.８％）の分布となっており、比較的高度で専門的知識

を要求される４業務で７７％占めている。協会調査では大

卒・大学院修了者の高学歴者が６割近く（５８.２％）もい

ることと符合する。

なお、ランサーズの調査では、仕事分野別のデータは

出されていない。

性別構成は、全体では男性の方が多い。業務分野別に

見ると、事務関連と生活関連は女性の方が多く、IT関

連と現場作業関連は８割以上が男性である。年齢構成は

相対的に事務関連が若く、専門業務関連と現場作業関連

は６０歳以上が４割弱もいる。学歴構成では、IT関連と

専門業務関連に大卒・院卒が６割超であり、反対に現場

作業関連は中高卒が４割弱いるのが対照的でる。IT関

連と専門業務関連は一定の専門的知識が要請される職務

であるからだろう。

なお、JILPT調査によって、性、年齢別に業務の関係

を見ておこう。

男性が就いている業務は、専門業務関係（４１.９％）、

次いで現場作業関連（１９.９５）、事務関連業務（１８.０％）

で大半を占めている。女性は、専門業務関連（３５.６％）、

事務関連業務（２８.８％）、生活関連サービス業務（１４.１％）

である。

年齢別では、若年層は事務関連業務に就く割合が高く

（特化係数で見ると１５－２４歳２.３、２５－２９歳２.０、３０－３４歳

１.８、３５－３９歳１.３）、IT関連業や専門業務関連、現場作

業業務に就く率は低い（特化係数で１を割っている）。

３０歳代にやや多いのがデザイン・映像制作関連業務であ

る（特化係数１.４、１.３）。IT関連業務は若い世代よりも

４０歳代層に就く率が比較的多い。６０歳以上層は専門関連

業務に就く率が高い。半数以上がそうである（特化係数

は２を超えている）。

就業形態との関係では、兼業 Aに比較的現場作業関

連が多く、兼業 Bに事務関連が多い。これは兼業 Bに

女性が多いことと関連しているであろう。クラウドワー

カーでは事務関連業務が半数を占めている（表６）。

フリーランス協会の「白書」では、ビジネス系（１７.０

％）、IT・エンジニア系（２２.０％）、文筆系（２５.２％）、コ

ンサル・カウンセル系（１２.８％）、職人・アーティスト

系（９.７％）、専門・士業系（２.６％）、接客・作業系（３.１

％）、その他（６.８％）の分布となっており、文筆系（ラ

イター、イラストレーター、編集者、翻訳、通訳）、

IT・エンジニア（WEB／グラフィックデザイナー、エン

ジニア）、ビジネス系（経営企画、新規事業開発、人事、

経理・財務、法務、広報、マーケッティング、営業）、

コンサルタント・カウンセラー系（コンサルタント、カ

ウンセラー、講師、スポーツトレーナー）の高度で専門

的知識を要求される４業務で７７％占めている。すでに見

たように大卒・大学院修了者が６割近く（５８.２％）もい

た。

なお、ランサーズの調査では、仕事分野別のデータは

出されていない。

ただ、調査主体によって区分内容が異なるため、スト

レートに比較ができないことに注意が必要である。

仕事の獲得方法
ところでフリーランスたちはどのようにして仕事を獲

得しているのであろうか。

・取引形態（表７）

仕事の取り方（取引形態）の割合を見ると、事業者と

直接取引で決定する者の割合は５４.５％で最多である。こ

の形態は、女性よりも男性が多く、年齢層が高くなるほ
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ど増加する（６０歳以上は６７.４％）。学歴はあまり関係な

いようである。専・兼別で見ると、専業か最も高く、兼

業 Bは相対的に少ない。仕事分野別では、デザイン関

連、IT関連、専門関連（特にデザイン、IT）に多く、

事務関連と生活関連サービスは低い。

一般消費者と直接取引で決める者は（全体の３割） 、

性、年齢、学歴にはほとんど関連がなく、専業 Aにや

や多い（３７.１％）ぐらいである。しかし、仕事分野で見

ると、分野によって違いが出ている。特に生活関連分野

は６割いるのに対し IT分野と事務分野は２割しかいな

い。これは、生活分野の仕事は一般消費者向けが多く、

事務や IT関連業務がほとんど事業者（企業、団体を対

象にしていることからくる違いであろう。

クラウドソーシング会社を除く、仲介業者を通して仕

事を得る者は少なく（１２.１％）、かつ、性、年齢、学

歴、就業形態にもまた、業務分野にもほとんど関連は見

られない（各種専門学校卒がやや少なく、現場作業関連

がやや多い程度である）。

クラウドソーシング企業を通しての仕事の獲得割合

は、全体で１６％弱である。その利用割合は、男性よりも

女性に多く、年齢と大きく関連しているようで、年齢層

が低いほど（１５－２９歳層３６.６％、６０歳以上層２.０％）その

利用率がダントツに高い。仕事分野では、事務関連が

４１.２％とその利用率がダントツに高い。生活関連、専門

関連、現場作業関連の分野は１０％未満である。

クラウドソーシング技術が発達しフリーランス的な働

き方が増大したといわれているが、見てきたように、

JILPT 、フリーランス協会、ランサーズの調査でも、そ

の利用率は１５％前後である。縁故関係での紹介・誘いで

取引が決定されている割合が高い。

年間の取引社数は、全体で１社のみが４２.９％、２社が

１６.７％で、つまり取引社数が１～２社の者でほぼ６割を

占める。他方２０社以上と取引のある者も６.５％いる。２

社以下の者が相対的に多いのは、女性（６３.８％）、兼業

B（６８.５％）、事務関連（６６.８％）、IT関連（６７.７％）、生

活関連（６９.９％）、現場作業関連（６８.９％）である。これ

らの分類単位は比較的取引相手が固定しているのであ

る。他方、１０社以上（全体１１.９％）と相対的に多くの事

業体と取引をしているのが、専業（１４.５％）、専門関連

（１３.７％）である。

表６ 「フリーランス」の業務（職種）別構成

JILTP調査
参考 フリーランス協会調査

全体 専業 兼業 A 兼業 B
クラウド
ワーカー

サンプル数（人） ８，２５８ ８，２５８ ４，０８３ １，３３５ ２，８３８ １，０６８ 総数 ８６９
１００．０ ４９．４ １６．２ ３４．４ １２．９ 接客・作業系 ３．１

男割合 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ ビジネス系 １７．０
事務関連 １，５６０ ４３．３ １９．０ １３．９ １６．０ ２７．４ ５４．９ IT・エンジニア系 ２２．０
デザイン・映像制作関連 ７３１ ５８．８ ８．８ ９．１ ８．２ ８．８ ６．０ 文筆系 ２５．２
IT関連 ７０５ ８０．７ １２．２ ９．６ ７．３ ７．６ ６．８ コンサル・カウンセラー系 １２．８
専門業務関連 ３，２６６ ６６．６ ３９．６ ４２．３ ４４．９ ３３．２ ２０．３ 職人・アーティスト零 ９．７
生活関連サービス、理美容 ７４１ ４１．８ ９．１ ８．６ ９．７ ８．８ ３．１ 専門・士業系 ２．６
現場作業関連 １，２５３ ８２．４ １５．１ １６．５ １３．８ １３．９ ８．９ その他 ６．８

出所：JILPT「｛独立自営業者の就業実態」付属統計書およびフリーランス協会「フリーランスは白書２０１９｝より作成

表７ 仕事の獲得方法

調査主体 JILPT調査
フリーランス
協会調査

ランサ
ーズ調
査

サンプル数 ６，３２０ ８６９ １，５４８

全取
引先

主要な
取引先

全取
引先

最も収
入の仕
事先

全取
引先

人脈（知人、親戚） ２０．９ １３．７ ８０．４ ４３．３ ５５．０
過去・現在の取引先 ３７．０ ２４．８ ５９．４ ３０．７ １７．０
かつて所属していた会社 １４．９ ９．６
自身の営業活動 ３０．６ ２２．７ ３０．７ ６．９
求人広告 ７．２ ５．６ １１．９ ５．２ １４．０
仲介会社 １９．０ １６．９ １２．５ ６．８ ６．０
クラウドソーシング １３．６ ４．６ １５．０
シェアリングサービス ２．１ ０．５ ２．０
その他 ２．６ ３．０ ４．１ ２．１ ７．０

解答計 １３２．２ ９６．３ ２１４．７１００．１ １１６．０

注：JILPTの数値は、一派消費者と直接取引をしたものを
除く。

人脈（知人・親戚は JILPTの表現）
空白欄は選択肢無

出所：JILPT調査「付属統計書」p.２８９，２９０およびフリーラン
ス協会『白書」p.１１、欄佐保図「フリーランス実態調査
２０１８」p.２８より作成
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・年間受注件数（JILPT）

取引社数は１～２社が多いのであるが、年間の取引件

数の分布ではどうなっているのであろうか。

件数割合は性別ではほとんど変わりがないが、年間１

～２件しかない者が兼業 B（４１％）、職種では IT関連

（４７％）と事務関連（４１％）に多く、他方２０件以上受注

する者は、デザイン関連（２５％）、現場作業関連

（２３％）、専門（２１％）である。

つまり、専業者と専門業務関連の者は、相対的に多く

の業者と多くの件数を受注する傾向にあり、専業 Bや

事務関連業務や IT業務は取引社も少なく、年間の受注

件数も少ない傾向にある。

契約期間と作業時間
フリーランスはどのような働き方をしているのであろ

うか。

フリーランスの仕事の受注１件当たりの作業時間は短

い（表８）。最も報酬が高かった契約でも平均の作業時

間は１５.７日で、１日以内の作業で終わるものが３０％あ

り、３０日以上かかるものは１５.７％でしかない。最も報酬

の低い契約では、平均日数は１０.６日で、１日以内で終了

するものが半数以上、３０日以上のものは６.８％にすぎな

い。もちろん就業形態や業務によって異なり、１日以内

で終了するが最も多いのは女性、兼業 B、そして生活各

連サービス・理美容であり、相対的に長いのは、男性、

専業、IT関連業務である。それでも最も長い IT業務の

最も高かった作業でも、１日以内で終了する作業が

１７％、３０日以上かかるものは３０％で、平均日数は３０.４日

である。

このような一件当たりの作業時間の短さは労働時間に

も影響する。１週間当たりの作業時間を見てみよう。

JILPT調査では、全体で２０時間未満が４５％、２０－４０時

間未満が２５％、４０時間以上が３０％である。ランサーズ調

査では２０時間未満が６６％、２０－４０時間未満が１８％、４０時

間以上が１５％である。協会調査は、月間のデータしかな

いが、それを月＝４週間とし、週間の作業時間に換算す

ると、１５時間未満が２１％、２５－３５時間未満が３３％、３５時

間以上が４６％である。どの調査も正規雇用者の労働時間

に比べると短時間就業者の割合が高い。

これも当然のことながら業態によって大きく異なる。

フルタイム雇用者と同等の４０時間を超える者は、専業が

４割超、兼業 Bとクラウドワーカーは１割強に過ぎな

い。超短時間就労とも言うべき１０時間未満は、専業と兼

業 Aでも２０％前後であるが、兼業 Bとクラウドワーカー

は半数を超える。うち、週の労働時間で１時間未満が全

体で８％もいる（兼業 Bは１４.２％、クラウドワーカーは

１８.４％が１時間以内いないである）。

ランサーズ調査では、ほぼ専業に近い自営業系でも１０

時間未満が２２％、副業系では８３％達し、複業系でも６１％

となっている。比較的就労時間が長い協会調査では、

「すきまワーカー」と言われる月６０時間未満が２０％（う

ち５時間未満４.９％）、他方、２００時間以上も１８％いる

（うち２５０時間以上７.６％）。

そしてそれは報契約期間の短さにもつながる。

JILPT調査によれば（表９）、契約期間が１０日未満の

者が３８％（うち１日以下１６％）もいる。特に兼業 Bと

クラウドワーカーは短い。１０日未満が大半である。他方

表８ １件当たりの総作業日数

最も高かかった契約 最も低くかった契約

１日以内割合
（％）

３０日以上割合
（％）

平均日数
１日以内割合

（％）
３０日以上割合

（％）
平均日数

全体 ２９．８ １３．４ １５．７ ５３．６ ６．８ １０．６
男性 ２７．６ １５．７ １９．６ ５３．３ ８．０ １２．５

女性 ３３．５ ９．５ １１．９ ５４．２ ４．８ ７．３

専業 ２４．４ １８．２ ２２．１ ５０．０ ９．０ ９．６
兼業 A ２９．１ １３．７ １７．６ ５２．１ ５．５ ４．０

兼業 B ３７．９ ６．６ ８．６ ５９．５ ４．２ ５．５

事務関連 ３３．５ ７．１ １０．２ ５５．４ ４．７ ６．８
デザイン・映像制作 １８．２ １９．７ １８．２ ５４．４ ５．１ ７．６
IT関連 １７．０ ２４．３ ３０．４ ４２．１ １３．０ １９．４
専門業務関連 ２７．３ １５．３ １８．５ ５３．９ ７．０ １０．６
生活関連サービス ５１．３ ５．７ ８．９ ５８．３ ４．７ ８．５
現場作業関連 ３２．９ １０．５ １６．１ ５３．７ ７．７ １３．１

出所：JILPT調査「付属統計書」p.２８２,２８３,２８６,２８７より作成
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１年以上はわずか６％である。また、契約期間・納期の

定めが無い者が２５％いる。この契約期間・納期なしは、

契約の仕事を終えたら契約の解除ということになるので

あろう。とすれば、それは１日か、１０日か、１年以上も

ありうるということであろう。また、後に述べるウー

バーイーツのように、期間に関係なく仕事の発注があっ

たとき、自分の都合が合えば仕事を受ける、いわゆるギ

グワーカーのような契約の方もここに入るのであろう。

このような契約も業態、業務によって異なる。兼業 B

やクラウドワーカーは１０未満の契約が半数を超え、事務

関連業務も５割である。他方、専門業務や IT関連業

務、生活関連サービス、現場作業関連は相対的に長い。

と言っても１年を超える者は一桁である。

フリーランスは一つ一つの仕事単位で、仕事の内容ご

とに、しかも場合によれば数１０社と契約を結ぶのである

から、仕事の内容によって、契約の長さが決定される、

ということになれば、年を超える契約などほとんど見ら

れず、数時間、１日、せいぜい１０日程度の細切れの契約

をすることになるのであろう。

報酬
さて、このような働き方をしているフリーランスの収

入はどうなっているのであろうか。

まず、JILPT 調査によって、一案件当たりの報酬を見

ておこう（表１０）。

１７年１年間で調査回答者が受託した仕事の内で最も高

かった案件の報酬額は、１万円未満が２１.２％、１－５万

円２８.９％、５－１０万円１１.８％、１０－２０万円１０.７％、２０４－

０万円９.７％、４０万円以上１５.６％という分布である。最も

低かった案件の分布は、１万円未満が５３.９％、１－５万

円２４.１％、５－１０万円６.９％、１０－２０万円４.８％、２０－４０

万円３.９％、４０万円以上５.３％である。つまり、７５％の者

が１万円未満の案件を受託しており（内２１.９％の者はこ

れが受託した案件の最高額）、１－５万円の案件を５３％

の者が受託しているのである。４０万円以上の案件を受託

した者は２０.９％にすぎない。

表９ 契約期間

１日
以下

２日か
ら１０日
未満

１０日
未満

１年
以上

契約期
間・納期
間なし

全体 １６．１ ２２．１ ３８．２ ６．６ ２５．２
男性 １５．０ ２１．５ ３６．５ ７．６ ２４．４
女性 １７．８ ２３．２ ４１．０ ５．０ ２６．７

専業 １１．６ １７．９ ２９．５ ８．０ ２７．９
兼業 A １３．０ ２２．１ ３５．１ ７．３ ２５．９
兼業 B ２３．９ ２８．３ ５２．２ ４．３ ２１．１
クラウドワーカー ２６．８ ２９．０ ５５．８ １．３ １５．４

事務関連 ２１．２ ２８．７ ４９．９ ３．８ １６．７
デザイン・映像 １３．７ ２７．１ ４０．８ ２．６ ２３．５
IT関連 １０．８ １６．５ ２７．３ ８．７ ２１．０
専門業務関連 １４．９ ２１．１ ３６．０ ７．９ ２８．０
生活関連 １８．６ １６．１ ３４．７ ６．５ ３５．５
現場作業関連 １５．６ ２０．４ ３６．０ ８．２ ２５．８

出所：JILPT調査「付属統計書」p.２８８より作成

表１０ １件当たりの報酬額

サンプル数

最も高かった契約 最も低かった契約

１万円未満
割合（％）

４０万円以上
割合（％）

１万円未満
割合（％）

４０万円以上
割合（％）

全体 ８，２５６ ２１．９ １５．６ ５３．９ ５．３
男性 ５，１９０ １５．９ ２１．２ ４６．６ ７．４

女性 ３，０６６ ３２．０ ６．２ ６８．４ １．６

専業 ４，０８３ １６．１ ２２．４ ４７．１ ７．７
兼業 A １，３３５ １５．７ １６．０ ５１．８ ４．０

兼業 B ２，８３８ ３３．１ ５．８ ６４．６ ２．４

事務関連 １，５６０ ４３．０ ５．１ ７１．８ １．７

デザイン・映像制作関連 ７５１ １４．１ １５．７ ５５．３ ２．１

IT関連 ７０５ １４．６ ３２．６ ４３．４ １９．７

専門業務関連 ３，２６６ １５．６ １９．３ ４８．３ ５．１

生活関連サービス、理美容 ７４１ ２５．５ ６．５ ６１．３ ３．４

現場作業関連 １，２５３ １８．４ １４．９ ４７．０ ５．０

注：平均金額は、（最高額＋最低額）／２で、全体平均を意味しない
出所：JILPT調査「付属統計書」p.２８０,２８１,２８４,２８５より作成
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もちろん、業務によってこの割合は異なる。１万円未

満の案件が最高額である者の割合は、事務関連が４３％と

最も多く、次いで生活関連サービスである（２５.５％）。

４０万円以上の案件の契約者は、IT関連業務が４２.６％

（３２.６＋１９.７）と最も多く、次いで専門業務関連の２４.４％

（１９.３＋５.１）である。事務関連業務は６.８％（５.１＋１.７）、

生活関連サービスも９.９％（６.５＋３.４）でしかない。つま

り、受注案件の単価を見る限り、IT関連、専門関連が比

較的高い単価の案件を受注しており、事務関連、生活関

連サービスは低い単価の案件を受注しているのである。

もちろん、IT関連も専門関連も１万円未満の案件の仕事

もしている（IT５８.０％、専門６３.９％）。

実は、１案件の単価は千差万別である。クラウドソー

シング会社の大手、登録会員数３２万人、仕事依頼数２９３

万件、仕事カテゴリー２００以上を誇るクラウドワークス

�の HPに出てくる一件当たりの金額は、フリーランス

たちは、１件１８０円（一文字０.３円６００字）のレビュー記

事から１件５００万円超のシステム開発まで１４７万件超の仕

事が紹介されている（HP、１９／１２／１８現在）。つまり、案

件も様々、報酬も様々なのである。

フリーランスたちは、このような様々な単価案件のも

のを、１件から数十件、場合によれば数百件受注してい

るのである

働き方も様々であるように、収入も様々である。

まず JILPT、ランサーズ、フリーランス協会の調査に

基づき、年間の収入を見てみよう（JILPTは１７年１年

間、ランサーズと協会は１８年）。この３調査は、年収区

分も様々であって、比較しにくいが、JIPTは、５０万円

未満から８００万円以上までの７区分、ランサーズは１０万

円未満から４００万円以上の５区分、協会は２００万円未満か

ら２,０００万円以上の７区分である。この区分自体にそれ

ぞれの調査対象者・回答者の特徴が表れているように見

える。

まずそれぞれの平均の収入を、協会の最小単位である

２００万円未満とランサーズの最高単位である４００万円以上

の割合を見ておこう。

２００万円未満は、JILPT６４.１％、ランサーズ６８.０％、協

会２３.１％である。２００～４００万円未満は、JILPT１４.４％、

ランサーズ１５.０％、協会２６.６％、４００万円以上は JILPT

２１.５％、ランサーズ１８％、協会４６.２％である。JILPTと

ランサーズでは、ランサーズの方が下方ではあるがそれ

ほど大きな差は見られない。協会の収入水準は非常に高

い。８００万円以上が１５.４％もいる（JILPTは６.８％）。もち

ろん、それぞれ、就業形態や業務によって、また、就業

時間よって異なっている。協会の収入水準が非常に高い

ことに留意しながら、フリーランスの収入についてさら

に見ていこう。

・就業形態と収入―JILPT、ランサーズ―（表１１）

JILPTの就業形態別では、専業が最も高い水準で、８００

万円以上が１割超で、４００万円以上は３割を超える。他

方、２００万円未満も半数近い。どうやらこの専業者の中

には、他に仕事は持っていないが、フリーランスとして

の仕事を沢山やっているわけでない、つまり、パート、

アルバイト感覚で短時間働いている者も入っているよう

である。事実、家計維持が、主にパートナーの収入、親

ないし子供の収入でと答えている者が２割いる（５０万円

未満が２５％）。

兼業 Bは、収入額の傾向は専業者と似ているが、専

表１１ 就業形態と年間報酬

JILPT調査 ランサーズ調査

全体 専業 兼業 A 兼業 B クラウド 平均 自営業系 副業 複業 自由業系

総数（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
１０万未満 ２８．０ ３．０ ５１．０ ２６．０ ２９．０

１０～５０ １７．０ ６．０ ２２．０ ２２．０ １８．０

５０万円未満 ３９．９ ２４．９ ３１．０ ６５．６ ８２．５ ５０万円未満 ４５．０ ９．０ ７３．０ ４８．０ ４７．０

５０～１００ １１．９ １０．８ １３．０ １３．０ ６．５
５０～２００ ２３．０ １８．０ １８．０ ３０．０ ２５．０

１００～２００ １２．３ １３．２ １５．９ ９．３ ３．６

２００万円未満 ６４．１ ４８．９ ５９．９ ８７．９ ９２．６ ２００万円未満 ６８．０ ２７．０ ９１．０ ７８．０ ７２．０

２００～４００ １４．４ １８．７ １８．１ ６．４ ２．９ ２００～４００ １５．０ ３０．０ ５．０ １０．０ １５．０

４００万円以上 ２１．５ ３２．５ ２１．９ ５．６ ４．９ ４００万円以上 １８．０ ４２．０ ４．０ １１．０ １３．０

４００～６００ ９．９ １４．６ １０．６ ２．９ １．８ 注：クラウド＝クラウドワーカー
出所：JILPT調査「付属統計書」p.２７７および

ランサーズ「フリーランス実態調査２０１９」p.１８より作成
６００～８００ ４．８ ７．３ ５．２ １．０ ０．７

８００以上 ６．８ １０．６ ６．１ １．７ ２．４
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業者に比べ収入水準はやや低い。２００万円未満が９割近

くで（５０万円未満は６６％）、４００万円以上は４.７％にすぎ

ない。まさに副業である。なお、クラウドワーカーは５０

万円未満が８割強で、大半が短時間のアルバイト的就業

と思われる。

ランサーズ調査では、ほぼ専業と思われる自営系は４００

万円以上が JILPTのそれよりは多く、２００万円未満も３

割弱で、JILPTの専業よりも収入水準は高い。これは、

自営系が個人事業主、個人経営者（一人社長）と定義さ

れているように、JILPT の専業者よりも定義が狭いこと

による可能性が高い。副業系は５０万円未満が半数近く、

４００万円以上はわずか４％しかいない。複業系（パラレ

ルワーカー）は２社・事業所以上から仕事を請け負って

いる者で、自営系と副業系の中間の収入水準である。自

由業系の収入には一定の方向性は見られず、１０万円未満

が２９％いるかと思えば、４００万円以上が１３％いるという

状態である。

なお、フリーランス的就労で得られる収入が、その本

人の年収の９１％以上占めるのは、自営系（独立オー

ナー）で６４％、自由業系（フリーワーカー）が３４％、複

業系（パラレルワーカー）は１３％、副業系（すきまワー

カー）はわずか４％である。５０％未満は、独立オーナー

の１７％、フリーワーカーの４７％、パラレルワーカーの

７１％、そしてすきまワーカーは８９％である。

・業務内容と収入―JILPT、フリーランス協会（表１２）

フリーランスの収入を決めるのは業務内容であろう。

フリーランスは業務を単位として契約し、その対価とし

て報酬を得るのであるから、難しい業務、高度な能力

（知識と技術・技能）を必要とする業務ほど報酬は高い

はずである。誰でもできる仕事は当然単価が安くなる。

もちろんこなした業務の数、それに要する時間は大きな

要素ではある。以下、業務と収入の関係を見ていこう。

JILPT調査では、事務関連業務が最も低く、５０万円未

満が６４％を占め２００万円未満が３／４に達する。８００万円

以上はわずか２.４％にすぎない。デザイン・映像制作関

連業務も２００万円未満が６５％に達し、８００万円以上は４.８％

しかない。この２業務は最も収入水準が低い業務であ

る。他方、IT関連、専門関連業務は、相対的に収入水

準が高い業務と言ってよい。ただ、格差の大きい業務で

ある。

フリーランス協会調査によれば、４００万円未満の収入

の者は、ビジネス系３９.２％、IT・エンジニア系３５.８％、

文筆系５８.９％、コンサル・カウンセラー系５５.８％、職人・

アーティスト系６３.１％、専門・士業系３０.４％、接客・作

業系７４.１％である。他方、８００万円以上の収入のあった

ものの割合は、ビジネス系２３.７％、IT・エンジニア系

２０.７％、文筆系９.４％、コンサルタント・カウンセラー系

１５.７％、職人・アーティスト系９.６％、専門・士業系

３０.４％、接客・作業系３.７％である。４００万円未満の割合

が少なく、８００万円以上の割合の多い業務が収入の高い

業務であるといってよいであろう。

ビジネス系、IT・エンジニア系、専門・士業系が収入

の多い業務である。他方、文筆系、職人・アーティスト

系、接客・作業系は比較的収入の少ない業務といってよ

いであろう。

コンサルタント・カウンセラー系は、４００万円未満の

割合が多いが、８００万円以上の割合も一定数ある。

『白書』は次のように分析している。ビジネス系、

表１２ 業務内容と年間収入

JILPT調査 フリーランス協会調査

事務
関連

デザイ
ン・映
像制作
関連

IT
関連

専門業
務関連

生活関
連サー
ビス、
理美容

現場作
業関連

ビジネ
ス系

IT・エ
ンジニ
ア系

文筆系

コンサ
ル・カ
ウンセ
ラー系

職人・
アーティ
スト零

専門・
士業系

接客・
作業系

総数（人） １５６０ ７３３ ７３１ ３２６６ ７４１ １２５３ 総数（人） １４８ １９７ ２１９ １１１ ８４ ２３ ２７

総数（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ 総数（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
５０万円未満 ６３．８ ４１．３ ３０．８ ３３．３ ３９．１ ３２．２ ２００万円未満 １６．２ １４．５ ３２．０ ２４．３ ２９．８ １７．４ ２２．２
５０～１００ １０．４ １１．５ １１．１ １２．４ １３．０ １２．６ ２００～４００ ２３．０ ２１．２ ２６．９ ３１．５ ３３．３ １３．０ ５１．９
１００～２００ ９．９ １２．３ １１．５ １３．４ １２．６ １２．５ ４００～６００ １６．９ ２２．２ ２１．５ １０．０ １５．５ ２６．１ １４．８
２００～４００ ６．７ １４．５ １６．５ １６．０ １７．３ １６．８ ６００～８００ １５．５ １８．７ ８．２ ９．８ １１．９ ８．７ ７．４
４００～６００ ４．４ １１．１ １１．８ １１．０ ９．０ １２．８ ８００～１０００ ８．８ １１．６ ５．５ ６．３ ３．６ ８．７ －
６００～８００ ２．１ ４．５ ９．４ ５．３ ３．６ ５．１ １０００～２０００ １３．５ ６．１ ３．４ ８．９ ４．８ １３．０ ３．７

８００～１０００ １．４ ３．７ ６．５ ４．６ ２．０ ３．７ ２０００～ １．４ ３．０ ０．５ ０．５ １．２ ８．７ －

８００以上 ２．４ ４．８ ９．１ ８．６ ５．４ ８．１ ８００万円以上 ２３．７ ２０．７ ９．４ １５．７ ９．６ ３０．４ ３．７

１０００以上 １．８ ３．０ ４．１ ４．８ ３．４ ４．８ １０００以上 １４．９ ９．１ ３．９ ９．４ ６．０ ２１．７ ３．７

出所：JILPT調査「付属統計書」p.２７７およびフリーランス協会「フリーランス白書２０１９」p.１０より作成
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IT・エンジニア系、専門・士業系は「取引先が主に法人

であることが共通項として挙げられる」（p.１０）。つま

り、取引相手が法人である場合、相対的に高い契約がで

きるということであろう。またコンサルタント・カウン

セラー系に収入のばらつきがあることについては、コン

サルタント・カウンセラー系は「個人間のスキルレベル

の幅が広く、取引先に個人も法人も混在しているため」

としている（p.１０）。つまり、取引相手が法人である場

合、相対的に高い契約ができるということ、もう一つは

スキルが決め手になるということであろう。

・作業時間と収入

就業形態と業務内容（業務の難易度・スキルの高低）

だけで収入格差が生じるわけではない。もう一つの大き

な要因は就業時間である。

フリーランス協会の調査では、勤務時間と収入に一定

の相関があることが見られる（表１３）。月間の就労時間

が、６０時間未満の者の収入は２００万円未満が４７.０％、２００

－４００万円未満が２３.２％であるのに対して、２００時間以上

は、４００万円未満が２６.７％で、１,０００万円以上が１９.４％も

いる。

JILPT の調査では（表１４）、作業時間が週平均２０時間

未満の者は全体の４５％であるが、その８６％は２００万円未

満である。作業時間が２０－３０時間未満の者は２００万円未

満が６４％に低下する。３０－４０時間になると２００万円未満

は４６％で、６００万円以上が１５％となる。４０－５０時間で

は、２００万未満はさらに低下し３２％になり、６００万円以上

が２４％を占めるようになる。ただ、５０時間を超えると２００

万円未満割合が増加し、６０時間以上では４６％になる。

特化係数をみると、２００万円未満は、２０時間未満の１.３

から作業時間が増えるとともに低下し、４０－５０時間未満

では０.５である。４００－６００万円未満は２０時間未満の０.３

から増加傾向となり、４０－５０時間未満で２.０となる。６００

万円以上は、２０時間未満の０.３から４０－５０時間では２.１と

なる。

このようにフリーランス協会調査でも、JILPT 調査で

も収入額のレベルは異なるが、就業時間が多くなるほど

収入が増加する傾向が見られる。ただ、月２００時間超で

も、週６０時間を超えても２００万円未満の者は存在する。

また、JILPT 調査に見られたように、週５０時間を超える

と、２００万円未満の者の割合が増加し、同一労働時間内

での収入格差が拡大しているように見える。

このように見てくると、フリーランスの収入は、課題

の難易度×スキル×従事時間で決定されるようである。

つまり、当たり前のことであるが、課題の難度の高いも

表１４ 週間平均作業時間×年収

２０h未満 ２０－３０ ３０－４０ ４０－５０ ５０－６０ ６０h以上

全体 ８２５６ ３７２５ ９８４ １０４９ １０１８ ５４８ ９３２
２００万円未満 ５２８９ ３２１５ ６３１ ４８５ ３３４ １９５ ４２９
２００～４００ １１８９ ２６４ １８４ ２２８ ２３４ １１６ １６３
４００～６００ ８１９ １１５ ８４ １７４ ２０４ １０５ １３７
６００～ ９５９ １３１ ８５ １６２ ２４６ １３２ ２０３

全体 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
２００万円未満 ６４．１ ８６．３ ６４．１ ４６．２ ３２．８ ３５．６ ４６．０
２００～４００ １４．４ ７．１ １８．７ ２１．７ ２３．０ ２１．２ １７．５
４００～６００ ９．９ ３．１ ８．５ １６．６ ２０．０ １９．２ １４．７
６００～ １１．６ ３．５ ８．６ １５．４ ２４．２ ２４．１ ２１．８

全体 １００．０ ４５．１ １１．９ １２．７ １２．３ ６．６ １１．３
特化係数 １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０
２００万円未満 １．０ １．３ １．０ ０．７ ０．５ ０．６ ０．７
２００～４００ １．０ ０．５ １．３ １．５ １．６ １．５ １．２
４００～６００ １．０ ０．３ ０．９ １．７ ２．０ １．９ １．５
６００～ １．０ ０．３ ０．７ １．３ ２．１ ２．１ １．９

出所：JILPT調査「付属統計書」p.２７９より作成

表１３ 月間の勤務時間×収入

６０h未満 ６０―１４０h １４０―２００h ２００h以上

n １８５ ２８３ ２４１ １６０

２００万円未満 ４７．０ ２６．３ １０．０ ８．８
２００～４００ ２３．２ ３１．４ ２９．０ １８．１
４００～６００ １１．４ １６．４ ２１．６ ２１．９
６００～８００ ４．３ １０．２ １５．８ ２０．６
８００～１０００ ３．８ ５．７ ９．５ ９．４
１０００万円～ ６．５ ４．９ １３．７ １９．４

出処：フリーランス協会「フリーランス白書２０１９」p.９より作成
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のは単価が高く、それをこなせるスキルがあり、その作

業に時間がかけられるほど報酬は多くなる。反対に課題

の難易度が低い案件（誰でもできる仕事）は単価も安

く、また、案件への作業時間をかければ（つまり、量を

増やせば）一定程度収入は増加するが、単価の安い案件

を大量に時間をかけてやっても、案件が安価であるだけ

に、収入が増加しないという傾向もみられる。

フリーランスは、性や学歴に関係なく（とは言え、ス

キルとは無縁ではない）、本人の持っているスキルのレ

ベルと、どのくらいの時間がかけられるか（課題をこな

す量）で、受注できる仕事も量も決定され、収入もそれ

に応じたものとなる。ただ、発注元・納入先が法人であ

るか、個人であるかも収入には影響があるようである。

6．フリーランス的働き方の評価

以上のようなフリーランスの働き方を、フリーラン

サー自身はどのように評価しいてるのであろうか。

これまで見てきた３つの実態調査によって見てみよ

う。

満足感
３つの調査は満足感を問うているが、設問が異なるの

で１表に示すことはできないが、今の働き方全体

の満足感は高い。

JILPT 調査では「独立自営業者としての仕事全体」に

ついて、満足（満足している＋ある程度満足している）

は６８.０％、フリーランス協会調査は、「今の働き方」で

の満足の程度を聞いており、全般についての満足（非常

に満足＋満足）は７３.５％（不満足１１.０％）、ランサーズ調

査は、「現在の働き方」について「満足している」＋

「ややそう思う」を満足とすると５３.０％であった。

全体以外のそれぞれの調査項目とその満足の割合を示

せば、以下の通りである。

JILPT調査では、それぞれの項目の満足者の割合は、

収入４８.５％、１件当たりの単価５２.５％、仕事量５６.２％、

仕事の内容・質５７.１％、就業時間５７.１％、働き甲斐・や

りがい６９.２％、働きやすさ６３.７％であった。なお、仕事

全体についての満足者割合を属性、就業形態、業務内容

とクロスして見ると、性、年齢、学歴、専・兼別でもす

べて６５％前後で差は見られなかった。ただ事務関連業務

が５７.６％と低く、専門業務関連は７３.７％と高い割合で

あった。また、所得とのクロスでみると、２００万円未満

は６３.７％とやや低く、２００万円以上層は７０％を超し、特

に４００－６００万円層は７７.６％と非常に高い割合であった。

フリーランス協会調査では、就業環境（働く時間、場

所など）７４.１％、仕事上の人間関係７７.６％、達成感・充

実感７７.７％、スキル・知識・経験の向上７３.０％、プライ

ベートとの両立７０.８％、社会的地位３４.８％、収入３５.１％、

人脈形成６３.８％であった。ランサーズ調査では、現在の

働き方は「自由である」７０.０％,、「裁量権が大きい」

５３.０％、「仕事に誇りが持てる」５９.０％、「達成感がある」

６０.０％ 、「仕事に熱心である」６１.０％ であった。

全体的に満足感は高いと思われる。JILPT調査で５０％

を割るのは収入だけである。フリーランス協会調査は９

項目中６項目が７０％超える高い割合であり、５０％を割る

のは、収入と社会的地位である。社会的地位についての

設問はこの調査だけであるが、前にも述べたが、協会調

査では、高い知識、技術・技能を必要とする業務分野の

者が多いので、自分の知識、技術・技能に自信を持って

おり、プライドも高いのに、行った職場で、アルバイ

ト、派遣的な扱いをされているからであろう。収入への

不満は共通している。ランサーズ調査では、収入の項目

は無いが、次に見る問題点では、「収入が不安定」が

トップで４３.０％の人が挙げている。

問題点・障害
満足度が高いにもかかわらず、「独立自営業続けるた

めの問題点」（JILPT調査）、「多様な働き方のための障

害」（フリーランス協会調査）、「自由な働き方の障害」

（ランサーズ調査）で（いずれも MA）、問題点、障害が

多く挙げられている。それぞれの上位５項目を挙げてみ

よう。

JILPT調査では、「収入が不安定・低い」４５.５％、「失

業保険がない」４０３％、「労災保険がない」２７.７％、「立

場が弱い」１８.９％、「社会保障が不十分」である。なお

「特に問題はない」が２２.８％もいた。「仕事が見つかりに

くい」は１６.３％で６番目である。「特に課題はない」は

４.７％である。

フリーランス協会調査は、「収入が不安定」６０.９％、

「バックオフィス作業が煩雑」３６.８％、「社会的信用がな

い」３４.３％、「仕事が見つからない」２７.７％、「ネット

ワークを広げる機会が少ない」２４.１％である。

ランサーズ調査は、「収入が不安定」４３.０％、「社会的

信用」１６.０％、「仕事が見つからない」１５.０％、ネット

ワークを広げる機会が少ない」１０.０％、「スキルの向上

が分からない」１０.０％である。

JILPT調査と他の２つとは、大きく違う。JILPT調査

では、社会保険の無いのが問題であると出ている。他の

調査で出ていないのは、回答項目にはいってなかったか

らで、関心がないわけではない。
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フリーランス協会調査では、課題として、「出産・育

児・介護などのセーフティネット（休暇や所得補償）」

６３.６％、「健康保険組合」５９.６％ 、「厚生年金」５２.０％、

「労災保険」４４.５％等が挙げられている。

これらの課題は、フリーランスが自営業扱いで、雇用

者には存在する各種保険、社会保障が適用されていない

からである。

むすびに代えて
―究極の不安定就労者・ギグワーカー―

これまで見てきたように、フリーランサーは多様であ

る。性も年齢も学歴も多様である。また、有配偶者もい

れば単身者（未婚、離死別）もいる。

働く時間も、週５時間未満どころか１時間未満の者も

いれば、月５０時間以上、週７０時以上働く者もいる。ま

た、年収が、１０万円未満の者もいれば、２,０００万円を超

える者もいる。

また、契約も１日以内の者もいれば、１年以上の者も

いるし、契約期間、仕事の納期の定めの無い者もいる。

また、決まった内容の仕事でなく、短期の契約で様々な

仕事をこなす者もいる。

仕事内容もタスクと呼ばれる１件１００円に満たない、

なんのスキルも要しない案件（事実クラウドソーシング

会社の募集には「未経験者歓迎」「主婦歓迎」などと書

かれている）から高度な専門的知識・技能を要する１件

５００万円を超える案件もある。所要時間１件１５分（中に

は３分というのも）というものから、１年以上の案件も

ある。

これほど多様な働き方をする人々を、人を雇わず、し

かも「人に雇われない働き方」という観点で、フリーラ

ンスと呼称するようになったのである。

そこには、雇用関係を一切持たず、受託・請負だけで

活動している人々がいる（この中には、それを専業と

し、それで生活するタイプと主婦や、学生、高齢者で

「家計の足し、小遣い稼ぎ」程度の収入を求めるタイプ

がある）。故に、これらの人たちの従業上の地位は自営

業者になる（ただし、法人化している１人社長は会社役

員に分類される）。

また一方で雇用関係を持ちながら、兼業、副業として

一定時間（すきま）をフリーランスとして働く者もい

る。これらの人たちを、フリーランス、フリーランサー

として認知するようになってきたのである。

ギグワーカー
最近、フリーランスの働き方の一つとして、ギグエコ

ノミー（gig economy）、ギグワーカー（gig worker）と

いう用語が聞かれるようになった。もともとアメリカで

使われた用語であり、その一般的な意味は、「雇用主の

もとで働くのではなく、一時的な仕事や、個別の仕事を

して、その都度報酬を受け取る働き方」（Cambridge Dic-

tionary）、「常用雇用と異なる短期契約やフリーランスの

仕事の拡大を特徴とする労働市場」（Oxford Dictionar-

ies）であるが、アメリカ財務省は「オンラインのプラッ

トフォームを利用して収入を得る働き方」と定義してい

る。それはシェアリングエコノミー（sharing economy）、

オンデマンドエコノミー（on-demand economy）、「プ

ラットフォームエコノミー（platform economy）とも言

われ、このギグエコノミーで働く人はギグワーカーと言

われる（以上、Keiko Kaya Oka）＊１５）

それが日本でも、企業と長期契約を結ばず、クラウド

ソーシング会社を通して、単発で仕事を請け負う働き

方、働く人をさして使われるようになった。

表１５ ギグワーカーの属性、業務構成

ギグワーカー 全体

１，０６８ ８，２５６
１００．０ １００．０

性
男性 ４３．７ ６２．９

女性 ５６．３ ３７．１

１５―２４ ２．７ １．１
２５―３４ ３１．８ １５．２

年齢
３５―４４ ３４．１ ２６．０
４５―５４ ２１．０ ２８．０
５５―６４ ７．７ １８．０
６５― ２．７ １１．６

中高卒 ２０．２ ２１．０

学歴
各種専門学校 １１．２ １０．８
短大・高専 １３．８ １３．６
大学・大学院 ５４．７ ５４．６

配偶関係
未婚・離死別 ３６．２ ３９．１
有配偶 ６３．８ ６０．９

専兼
専業 ２６．６ ４９．５
兼業 ７３．４ ５０．５

生計維持
者

本人 ４０．１ ５４．６
双方 ２２．６ ２３．７
自分以外 ３７．０ ２０．７

事務関連 ５４．９ １９．０
デザイン・映像制作 ６．０ ８．８

業務
IT関連 ６．８ １２．２
専門業務関連 ２０．３ ３９．６
生活関連サービス、理美容 ３．１ ９．１
現場作業関連 ８．９ １５．１

出所：JILPT調査より作成
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ギグワーカーに関する統計データはないが、日経新聞

は、クラウドソーシング会社の登録者が「７００万人超

で、１年で４割増えた」と報じている１６）。これは、日経

新聞も述べている通り、複数の会社に登録している者も

おり、やや過大であるが、増えていることは事実であろ

う。

事実、クラウドソーシング企業は数多くあり、その一

部企業が２０１４年に協会を設立し、現在その会員会社は３０

社にのぼっている（クラウドソーシング協会 HP１９．１２．

２０取得）。

ただ、これまで見てきたように、クラウドソーシング

会社を通して仕事を探していた人の割合は、JILPT調査

で１５.７％、フリーランス協会調査では１３.６％、ランサー

ズ調査で１５.０％であった。フリーランサーの中では１５％

前後の利用者がいた。しかし、これらの人々がすべてギ

グワーカーというわけではないであろう。また、JILPT

調査では、クラウドソーシング会社だけから仕事を得て

いた人は１２.９％（８,２５６サンプル中１,０６８サンプル）いた。

JILPTは、この人たちをクラウドワーカーと名付け別途

分析をしている（ただし、実数の集計データ自体は発表

されていない１７））。この人たちもすべてギグワーカーと

見るのも無理があるように思えるが、これしかデータが

ないので、一応ギグワーカーと見て、その特徴を調査全

体数値との比較によって、見ておこう。

ギグワーカーの属性（表１５）
属性を見ると、女性が５８％と多く、年齢は２５－３４歳、

３５－４４歳の割合が高く、５５歳以上の割合は少ない。２５歳

から５４歳の青壮年層で８７％を占めている。学歴は大学・

大学院卒がほぼ半数を占め、中高卒が２割で、各種専門

学校と短大・高専卒つそれぞれ１割強である。配偶関係

は有配偶者が６４％である。兼業者が７３％である。主な生

計維持者は本人が４割、本人と配偶者との２人が２割強、

本人以外（配偶者、親、子ども）が４割弱である。兼業

が多いことと本人が主生計維持者でない者の割合が高い

ことは、女性が多いことに関連しているのであろう。

これらの属性構成を全体の属性構成と比較すると、全

体に比べ、女性が多く、菁壮年の割合が多く高齢層の割

合が少ない。学歴構成ほとんど変わらない。また、兼業

者の割合が高い。生計維持者では、本人の割合が少な

く、本人以外の割合が多い。つまり、本人は主要な生計

維持者でない者が全体に比べて多いのである。これは兼

業者割合の高さと非生計維持者が多いことには女性割合

が高いことが影響しているようである。

業務内容を見ると、事務関連が５５％と突出して多く、

次いで専門業務関連が２０％で、この２業務で３／４を占

めている。全体と比べると、事務関連業務を除き、他の

業務割合は少ない。

なお、ギグワーカーの半数強を占める事務関連の属性

を見ると、女性が６３％を占め、２５－３４歳が３９.８％、３５－

４４歳が３２.６％で、ギグワーカー全体に比べると、女性が

多く、年齢層は相対的に若い。学歴や配偶関係、専兼割

合は、ギグワーカーの全体平均とほとんど変わらない。

ただ家計の担い手の構成は、本人３５.８％、夫婦双方２０.０

％、本人以外４３.３％で、ギグワーカー平均に比べ本人、

夫婦双方が共に若干少なく、本人以外が主生計維持者で

ある者の割合が４.３ポイント多くなっている。

また、フリーランス全体と比べると２割ほど低いが、

ギグワーカーの中では２０.３％で２番目に多いに専門業務

関連者の属性は、男性が７１.２％と圧倒的に多く、年齢は

３５－４４歳層が中心であるが（３６.４％）、５５－６４歳層まで

（１１.５％）で広がっている。学歴は大学・大学院卒５９.５％

を占めており、ギグワーカー平均よりも４.８ポイント高

い。有配偶比率６５.０％、兼業者比率７４.６％で平均とあま

り変わらない。家計維持者は、平均に比べ、本人以外が

３３.２％で事務関連業務より１０.１ポイントも少ない。な

お、最も少ないのは男性割合が７１.２％を占める IT関連

の２３.３％である。つまり、家計維持者が本人以外になる

割合は、男性割合の高低によっている。

このようなギグワーカーの属性構成と業務構成の特徴

を前提に、その働き方を以下見ていこう。

契約期間は、１日以下が２６.８％（全体１５.１％）、２－１０

日２９.０％（同２２.１％）と平均よりも短い。特に事務関連

（１日以下３１.２％、２－１０日２９.７％）、専門業務関連（１

日以下２１.７％、２－１０日３４.１％）は特に短い。また、１

か月あたりの平均的な作業日数は、７日以下５１.５％（全

体３２.５％）、８－１４日１９.０％（同１７.４％）と少ない。特に

事務関連は１日以下が５４.８％でその就労日数の少なさが

目立つ。

１週間当たりの平均的作業時間も、１時間未満１８.４％

（全体８.０％）、１－１０時間未満４０.２％（同２４.８％）と少な

い。

以上のように、ギグワーカーは、他のフリーランス的

働き方に比べて、契約期間、就労日数、就労時間が少な

い。もちろん１年以上の契約、フルタイム雇用者以上

に、月２２－３０日働く者も、週６０時間以上働く者はいる。

その仕事の多くは、他の人でもできる作業が多いので

ある（７６.６％、フリーランス全体は４４.１％）。専門業務関

連ですら６６.４％がそうであり、特に半数超を占める事務
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関連作業は８６.２％がそうである。

報酬は、働く日数も就労時間も少ないのであるから、

全体として報酬は少ない。年５０万円未満の者が８３％（フ

リーランス全体４０％）、２００万円未満は９３％（同、６４％）

に達し、兼業 Bよりも大幅に少ない。ランサーズ調査

で最も低かった副業系よりも少ない（表１１参照）。

以上のように、ギグワーカーたちは、他の人でもでき

るような仕事を、そして短時間の仕事を、少ない日数働

き、少ない報酬しか得られないのである。しかも、７割

（６９.２％）のものが「他の同業者との競合で思うように

（仕事が）とれない」のである。

いくつかの事例報告から、ギグワーカーの具体的な働

き方を見ておこう。

・平日５日間は塾講師として働く Aさん（２７歳）

単発バイトのマッチングアプリに働ける時間帯、場所

を登録。バイトを募集する店舗から連絡が来る。

６月下旬の土曜日。都内のメガネ店で販促用のティッ

シュ配り。４時間で約６００個。配り終えると横浜に移動。

午後６時から４時間半、居酒屋で働く。翌日日曜日都内

のすし店で４時間働く。このような働き方で多い月で１０

万円ほどの副収入になる（日経新聞１９／７／４電子版）。

・２３年間勤めた電気メーカーの代理店を辞め，２年前に

ギグワーカーになった Bさん（５０歳）

自宅のパソコンで仕事。仕事は単純なものが多い。不

動産情報サイトに駅名を入力、ヒットした件数の報告。

ブログに暴力や薬物などの書き込みが無いかの確認、な

ど、１件２～４円の仕事を１日約１万件こなしている。

毎日の睡眠時間は、仕事の合間に分けて取る２回の仮

眠、平均すれば１日３時間ほど。「仕事の量をこなすに

は、睡眠を削るしかない。「いつ仕事が減るかもしれず、

できる時にやらないと」と言う。寝る間も惜しんで働い

て、月収４０万円ほどである（朝日新聞１９／１１／１７朝刊）。

・自宅に住む Cさん（３６歳）、妻（３８歳）は看護関係で

働く。子供の誕生をきっかけに会社を辞め、あえてギグ

ワーカーを選択。ウーバーイーツの配達員など四つの配

送を掛け持ち。

仕事はスマートフォンのアプリで見つけ、配達ルート

や報酬もすべて機械が決めてくれる。朝から晩まで空き

時間ができぬよう、こまめにチェックしている（朝日新

聞 同上）。

・ ギグワーカーの典型と言われるウーバーイーツ（Uber

Eats）の働き方

ライドシェア有名で有名な米ウーバーテクノロジーの

日本拠点 Uber Japan�日本ウーバーイーツ。配達パー

トナーは１５,０００人の登録者（軽自動車、原付バイク、自

転車要）。自営業主なので働く時間を自分で決められ

る。支払いは週単位を謳う。

料金等（つい最近下記のように改訂された）

報酬（東京エリア）

受け取り料金（レストラン等で料理を受け取ったときに

発生）３００円→２６５円

受け渡し料金（配達相手に料理を渡したときに発生

１７０円→１２５円

距離料金（配達距離に応じて発生する料金）

１５０円／Km→６０円／Km

サービス手数料（手数料として差し引かれる）

３５％→１０％

ウーバーイーツ料理宅配サービスの登録者は以上のよ

うな条件で働くのである。

もちろんギグワーカーにも優雅な存在もある。一例を

あげおこう。

翻訳家の Dさん（８４歳）

退職後、翻訳家ネットを使って単発の仕事を請け負

う。お気に入りのコーヒー店が仕事場。仕事があるとき

は、未明まで働くこともある１８）。

ネットを通じて請け合う仕事は場所と時間を選ばな

い。しかも断る自由もある。ギグワーカーは一見自由で

楽なように見える。

しかし、それを専業として生計を立てるとすると、安

い単価であるため、Bさんのように長時間は働かざるを

得ない。副業として働くと、本業の労働時間＋ギグワー

カーとしての労働時間が加わり、Aさんのようにトータ

ルでやはり長時間労働となる。しかも、仕事は先方から

の発注があった時だけである。Cさんのように年中仕事

を探す努力が要求される。とても「気楽な仕事」とはい

えないのである。

ギグワークは、つまりフリーランス的働き方は、究極

の「不安定就労」である。しかも、「自営業主」扱いで

あるため、雇用保険、厚生年金も適用されない。

Dさんのように、生活の心配がなければ、定年後の高

齢者向きの働き方であるかもしれないが１８）。

注
１）リクルートキャリア「兼業・副業に関する企業の意識調

査」

２）内閣府「日本のフリーランスについて―その規模や特

徴、就業禁止の状況や影響の分析―」p２０（内閣府政策課
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題分析シリーズ１７２０１９．７）

３）「進化する働き方の未来―フリーランス実態調査２０１９―」

フリーランス�。ただし、この数値はクラウドソーシング
業者に登録されている人数から推計されたもので、１人が

数社のウェブに登録する者がいるので、実数としては過大

であると思われる。

４）フリーランス協会２０１９゜フリーランス白書２０１８」

なお、フリーランス協会の正式名称は、一般社団法人プ

ロフェッショナル＆パラレルキャリアフリーランス協会で

ある。自らをパラレルワーカーと自認しているメンバーに

よって１７年１０月に設立され、１８年４月に一般社団 法人化

されている。会員２,２４０人、無料会員１４,０００人。会員には、

「データ入力、アノテーションみたいな事務関連は比較的

少なく、専業で積極的にフリーランスを選んでいる者が多

い」（平田麻莉代表理事の「第８回労働政策審議会労働政

策基本部会」（H３０．５．２）での発言（議録）。

１８年から「フリーランス白書」で実態調査を発表してい

る。

５）JILPT「雇用類似の働き方の者に関する試算結果 個人

請負型の就業者の人数」（１９．４）、内閣府「日本のフリーラ

ンスについて―その規模や特徴、就業禁止の状況や影響の

分析―」（１９．７）

６）発注者から「業務・作業の依頼（委託）受けて仕事を行

う者」

７）「個人業務請負・受託者」「自由業・フリーランス」「イ

ンディペンデント・コントラクター」「クラウドワーカー」

「自営型テレワーカー、在宅ワーカー」「シルバー人材セン

ターの会員」「内職者」

８）「法人の経営者」「個人事業主」で、自身の店舗を構え

て、主に一般の消費者を相手に、商品・サービスの販売や

飲食の提供等を行っている「店主」でない者

９）なおケース２は３１５万人（本業２０７万人、副業１０８万人）、

ケース３は３４１万人（本業２２８万人、副業１１２万人）、ケース

４は３１５万人（本業１５８万人、副業１５７万人）である。ケー

ス１の分類基準は、雇人なし・実店舗なしの自営業主＋内

職者の本業者と副業者である。ケース５は、農林漁業従事

者（職業分類）を除き、１人社長を加え、本業を「仕事を

主にしている」者に限定し、「仕事がおもでない、家事・

通学等がおもの者」を副業に算入している。つまり、産業

区分の農林漁業から職業区分の農林漁業従事者にすること

で９万人増加し、一人社長を加えることで３５万人増加する

のである。また、就調の本業、副業区分でなく、本業を

「仕事を主にしている」者に限定 することにより、本業者

は４２万人減少し、「仕事が主でない、家事・通学等が主な

者」を副業者にすることによって副業は大幅に増加するこ

とになる。詳しくは、内閣府「日本のフリーランスについ

て―その規模や特徴、就業禁止の状況や影響の分析―」の

図表２―９｛「フリーランス相当の働き方の人数規模の試

算」（p３０）を参照。

１０）リクルートのフリーランスの定義は、�雇用者のいない
自営業主もしくは内職 �実店舗を持たない �農林漁業

（業種）従事者ではない者としている。（「全国就業者実態

パネル調査２０１９」コラム５―４ 孫亜文「フリーランス」

１９／０７／０９リクルートワークス研究所）

１１）孫亜文２０１９「フリーランス」（「定点観測日本の働き方

柔軟なタラき方の実現５―４」リクルートワークス研究

所２０１９／０７／０９）

１２）ケース５を使う理由は、フリーランスは「働き方」であ

るから、産業区分ではなく職業区分の方が、また本業と副

業の指標は「専業、兼業・副業」区分でなく、「仕事が主」

か「仕事が従」の区分の方が、「フリーランス相当の働き

方」をする者の現実に、そして主観的意識に近いと思われ

るからである。

１３）本試算の報告書では、性別の分析がほとんどされていな

いことは残念である。日本の働く者の状況は、性と年齢、

学歴によって大きく異なる。

１４）ここでは主に以下の３つの調査データをつかう。

・JILTP「独立自営業者の就業実態と意識に関する調査」

調査時期：２０１７．１２．１５～１２．２５、調査対象：２０１７年１年間

で独立自営業者の仕事で収入を得ていた者８,２５６名（専業

４,０８３名、兼業４,１７３名）、調査方法 :調査実施機関（楽天リ

サーチ）�）の登録モニターに対するWebアンケート。

報告書『独立自営業者の就業実態』（２０１９．３）

・リクルートワークス研究所「第４回全国就業実態パネ

ル調査」（調査２０１９年）。調査時期：２０１９．１．１１～１．３１、調

査対象：全国１５歳以上の男女 有効回収数６２,４１５名（専業

４,０８３名、兼業４,１７３名）、調査方法：調査実施機関に依頼し

たインターネット調査 報告書：「全国就業実態パネル調

査２０１９年データ集」（全国版）（２９１９．３）、

・一般社団法人プロフェッショナル＆パラレルキャリア

フリーランス協会（以下、フリーランス協会）調査時期

１８．１０．２４～２．７、調査対象 :フリーランス（法人経営者、

個人事業主、すきまワーカー）、調査方法：フリーランス

協会のメルマガ、SNSで呼びかけ、有効回答数：８６９名

報告書：『フリーランス白書２０１９』・ランサーズ�「フリー
ランス実態調査２０１９」―調査時期１９．２．２０～２．２２、調査対

象：過去１２か月に仕事の対価として報酬を得た全国２０歳～

６９歳）（内フリーランス１,５４８名）報告書：『進化するフ

リーランスの未来―フリーランス実態調査２０１９―』

１５）Keiko Kaya Oka「フリーランス・ギグ市場」リクルート

ワークス研究所グローバルセンター「Works University米

国の人材ビジネス（HR Business Overview in the US）０６

２０１８．３．８

１６）日経新聞 上場している主要な仲介サービス６社に登録

する希望者は、足元で延べ約４００万人、非上場の新興企業

を含めると７００万人を超えるとみられ、１年で４割増え

た。複数の企業に重複登録する人も多く単純な比較はでき

ないが、延べ数では訳６７００万人の就業者の１割に相当す

る」（２０１９／７／４電子版）

１７）JILPT「『クラウドワーカー』の就業実態の特徴」（「独立

自営業者の就業実態と意識に関する調査」報告書『独立自

営業者の就業実態』第６章）（２０１９．３）
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１８）日経新聞「ギグエコノミーの担い手たち」（１―５）日経

新聞２０１９．８．－９．１３連載、本事例は（５）９／１３に掲載され

ている。
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